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はじめに

2014年３月16日から同21日にかけて，ほぼ20年ぶりにティルプールを訪

問した1）。ティルプールは，南部インドのタミル・ナドゥ州に位置する町

で，インドを（そして世界を）代表する綿ニットウエア輸出産業の大集積

地である（図１）。しかし残念ながらわが国では，その名を知る人はほんの

少数に限られている。いくつかの理由が考えられる。第一に，わが国企業

とのかかわりがきわめて薄いためである。現地に拠点を置いて，製造・販

売・調達を行っている日系企業は一社もない。中国とのアパレル集積地と

の大きな違いである。第二に，綿ニットウエア製品の大輸出基地であるに

もかかわらず，世界に名を知られている企業がほとんどないためである。

後ほど明らかになるように，この２つの理由は，はからずもティルプール・

クラスターの特徴を反映したものである。

インド，タミル・ナドゥ州ティルプール
の綿ニットウエア集積地の形成と展開

― 研究史の整理をかねて ―

絵　所　秀　紀

1）Sardar Vallabhbhai Patel International School of Textile and Management; Textile Committee, 
Tirupur; 製造業者＝輸出業者Ａ社；Palladam Hi-Tech Weaving Park; NIFT-TEA College of 
Knitwear Fashion; Computer Embroiderers Association; 刺繍会社Ｂ社；Social Awareness 
and Voluntary Education; Tirupur Exporters’ Association; Netaji Apparel Park; The South 
India Textile Research Association，でヒアリング，資料収集，および工場見学を行った。
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本稿の目的は，インドのみならず世界を代表するニットウエアの大集積

地であるティルプールをわが国の読者に紹介することである。すでにフィ

ールドワークに基づいた数多くのすぐれた研究が発表されており，本稿は

これらの既存研究を紹介することをも目的としている2）。

１．「バニアン・シティ」ティルプール―発展の概観―

ティルプール（Tirupur あるいはTiruppur）県は，2008年に近隣のコイ

ンバトール（Coimbatore）県およびエローデ（Erode）県から分離して，

2）邦語でティルプールに言及したものとして，宇根 2011； 内川 2013；藤森 2012；藤森 
2013；太田 2013；藤田 2012；藤田＝ジェガディーサン 2013；柳澤 2014：第７章，がある。
また，Uchikawa 2012; Uchikawa ed. 2014，も参照。

図１　ティルプールの位置

（出所：Chari 2004: 2）
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タミル・ナドゥ州で32番目に独立したディストリクト（県）となった3）。

2011年センサスによると県内の人口は約247.9万人，うち都市人口152.1万

人（61.4％），農村人口95.8万人（38.6％）であった（http://www. census2011. 

co. in）。ティルプール県は，ティルプール（Tiruppur），アヴィナシ（Avinashi

あるいはAvanashi），パラダム（Palladam）， ダラプーラム（Dharapuram），

カンガヤム（Kangayam），ウドゥマルペット（Udumalpet），マダトゥクラ

ム（Madathukulam）の７つの市（Taluk）から成り立っている（図２）

（Ministry of MSME）。ティルプール市にはティルプール県の県庁所在地が

あり，行政および経済活動の中心となっている。ニットウエア生産が集積

しているのもティルプール市である。その大きさは，43.52平方キロメート

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

3）独立後の1947年に自治市(Municipality)となった。そして1983年に特別自治市（Special 
Municipality），2008年に自治体（Corporation）へと昇格した（Wikipedia）。

図２　ティルプール県

（出所：Br.MSME-Development Institute No Date）
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ルである。ティルプール市の人口の増加率は目覚しいものがある。1881年

には3,681人にすぎなかったが，2011年には約44.5万人にまで膨れあがった

（表１）。さらに毎年15万人にのぼる流動的人口の流入がある。また2011年

時点での人口密度は平方キロあたり16,000人である4）。

ティルプール市の隣の都市であるコインバトール市（Coimbatore）は，

ニットウエア集積地としてのティルプールの直接の生みの親である。ある

いはティルプールはコインバトールからスピンオフした妹である。コイン

バトールは，タミル・ナドゥ州でチェンナイにつづく第二の都会である。

古くから「南インドのマンチェスター」あるいは「南インドのテキスタイ

ル首都」として知られている都市で，2011年センサスによると人口数は

106.1万人である（http://www.census2011.co.in）。機械産業（engineering 

industry），とりわけ鋳物業，ポンプ・モーター産業，繊維機械，一般機械

（general engineering），自動車部品産業の大集積地である（Pillai 2000; 

表１　ティルプール市の人口推移：1881年−2011年
年 人数 成長率（%）

1881 3,681 ---

1891 5,235 42.2 

1901 6,056 15.7 

1911 9,429 55.7 

1921 10,851 15.1 

1931 18,059 66.4 

1941 33,099 83.3 

1951 52,479 58.6 

1961 79,773 52.0 

1971 113,302 42.0 

1981 165,223 45.8 

1991 235,661 42.6 

2001 346,551 47.1 

2011 444,543 28.3 

出所：Wikipedia, Tirupur

4）Wikipedia, “Tirupur” （http://en.wikipedia.org/wiki/Tirupur. 2014年４月８日アクセス）。
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Kumar 2001; APITCO 2009; Nagarajan 2010）。またコインバトールは機械

産業と並んで紡績業（spinning mill）の中心地でもある。さらに製粉業や

宝飾業，最近ではソフトウエア産業，ホスピタリティ産業も顕著に成長し

ている5）。

綿ニットウエア集積地としてのティルプールの発展を可能させた条件の

一つは，コインバトールでの紡績業の発展である。コインバトールの紡績

業者は，ティルプールのニットウエア生産者へ原料としての綿糸を提供し

てきたし，ひきつづき現在でもそうである。コインバトール市中心部とテ

ィルプール市の距離は約50kmで（車で約１時間），現在ではよく整備され

たアヴィナシ道路によって結ばれている（図３）。コインバトールの紡績業

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

5） Wikipedia, “Coimbatore”（http://ne.wikipedia.org/wiki/Cimbatore. 2014年２月13日アクセス）。

図３　ティルプール市の周辺地図

（出所：www. mapsofi ndia.com）
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およびティルプールのニットウエア産業の著しい発展を可能にしたのは，

この２つの町がタミル・ナドゥ州の綿花地帯の中心に位置しているためで

ある。その結果，コインバトール県ははやくから原綿の販売・加工センタ

ーとして繁栄し，綿繰(ginning)工場，職布(weaving)工場，紡績(spinning)

工場が族生した。

コインバトールから綿糸が供給されたこと，1862年にティルプールに鉄

道駅が建設されマドラス（Madras，現在のチェンナイ）とベイポール

（Baypore）という東西の海岸と結びついたこと，また漂白に適したノヤー

ル川（Noyyar River, あるいは Noyil River）の水が利用できたこと，安価

な労働と土地が利用できたことがあいまって，原綿の取引センターおよび

加工センターとして発展した6）。1920年代になると，ティルプールはニッ

トウエアの生産地としての成長を開始した（Damodaran 2008: 154）。ティ

ルプールでの最初のニットウエア企業は，1925年に設立されたAzad 

Knitting Co.（創始者は，M. Abdul Raguman）であり，翌年の1926年には

Baby Knitting Co.(M. G. Abdul SardarとM. G. Gulam Khadarの共同出資会

社）が設立された。ついで1931年にStar Knitting Co.（創始者はStar Babu 

Bhai）が設立された（Chari 2004: 185）。いずれの会社もムスリム教徒によ

るものであった。その後ニットウエア企業数は緩慢ながらも漸増を続け，

1942年には34社あったと推計されている（Chari 2004b: 186; TEA 2013）。

これらすべての工場はニッティング（knitting），裁断（cutting），縫製

（stitching）まで同一工場内で行う統合工場（composite mills）であった。

なかには，漂白・染色まで行う工場もあった（TEA 2014）。当時生産され

ていた製品は低付加価値の綿ニット製品，とりわけ「バニアン（Banian）」

と呼ばれる国内市場向けの男性用肌着（ヴェスト）であった。今でもティ

ルプールは「バニアン・シティ」と呼びならわされている。その後も工場

数は増加傾向を辿り，1960年には450にまで増加したとされている（UNIDO 

6）	 1920年代から30年代にかけてのティルプールでの原綿マーケティングの発展と特徴につい
ては，ベイカーの古典的名著を参照されたい（Baker 1984: 267-274）。
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No Date）。その後の工場数の推移は，正確なところは不明である。その原

因は，極小規模の家内工業に属する非登録企業が数多くあるためである。

後述するようにティルプールには数多くの業界団体があるが，圧倒的な

地 位 を 占 め て い る の は テ ィ ル プ ー ル 輸 出 業 者 協 会（TEA: Tirupur 

Exporters’ Association）である。このＴＥＡの資料によると（TEA 2014），

2013年時点での工場総数は6,250である（ただしこの数値は2005年から変

わっていないので，そのまま鵜呑みにすることはできない。Roy 2009: 13

を参照）。その内訳は，衣服製造工場2,500，ニッティング工場1,500，染

色・漂白工場700，服地プリンティング工場5007），その他関連工場500，圧

縮・カレンダリング工場3008），刺繍工場250，である（表２）9）。衣服製造

に分類されている2,500工場は最終製品のアセンブラーであり，輸出業者で

ある。Ｔシャツ，スウェットシャツ，トラックスーツ，スポーツウエア，

女性・子供用ウエア，下着，装飾品・刺繍製品が製造されている。雇用者

数は，直接雇用35万人，間接雇用25万人と推計されている（APEC 2009: 

192）。企業規模に関しても正確なことは不明であるが，アパレル輸出促進

評議会（ＡＰＥＣ）はミシン設置台数によって，小規模工場（ミシン40台

未満）1,500工場（全体の60％），中規模工場（ミシン40台−100台）500工

場（同20％），大規模工場（ミシン100台以上）500工場（同20％），と推計

している。小規模工場は国内市場向けのサプライヤー，中規模工場は輸出

市場向けと国内市場向けのサプライヤー，大規模工場は海外市場向けのサ

プライヤーである（APEC 2009: 189）。

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

7）	 捺染（なせん）と言う。生地に着色剤の染料または顔料を用いて，さまざまな模様を染め出
すこと。

8）カレンダリングとは，織物などを圧縮して光沢を出し，表面を平滑にすること。
9）同じくＴＥＡの資料によると，1994年時点での工場総数は3,500と推計されている。その内

訳は，ニッティングおよび製造工場2,500，加工工場600，プリンティング工場300，そして
刺繍工場100であった（Swaminathan and Jeyaranjan 1999: 96）。また1995年時点での総工場
数は4,000で，その内訳はニッティング工場650，漂白工場400，染色工場300，スチーム・カ
レンディング工場150，最終仕上げ工場2,000，プリンティング工場300，雑200，であった

（Erkman and Ramaswamy No Date）。
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工場数の増加からもうかがわれるように，綿ニットウエア生産基地とし

てのティルプールは目覚しい成長を遂げてきた。その成長は，生産主体お

よび販売市場の両面において大きな変化を伴っていた。1942年には34社あ

った工場は1961年までには230にまで増加したが，製品は1970年代初頭ま

では国内市場だけに販売されていた。当時，大半の製品は統合工場で生産

されており，下請け制度はほとんどなかった。ところが1980年代に入ると，

ティルプールは大きな変化を遂げる。ティルプールはインドを代表する綿

ニットウエアの一大輸出拠点として浮上した。表３，図４，図５はティル

プールからのニットウエア製品輸出の推移を見たものである。1980年には

ほとんどゼロであった輸出額は，2012−13年度（2002年４月−2013年３

月）には1,300億ルピーにまで増加した。インドのニットウエア製品総輸出

に占めるティルプールのシェアは，数量ベース（点数）では1985年に30％

を，そして1990年には40％を超えた。また輸出額ベースでは1989年に30％

を，1992年に40％を超え，変動はあるもののその後もシェアは増加傾向を

表２　ティルプール，ニット関連工場数

1994 1995 1997 2009 2013

ニッティングおよびガーメント製造 2,500 2,650 2,500 4,000 4,000 

　　ニッティング工場 650 500 1,500 1,500 

　　衣服製造工場 2,000 2,000 2,500 2,500 

加工工場 600 700 750 700 700 

　　漂白工場 400 

　　染色工場 300 

プリンティング工場 300 300 300 500 500 

刺繍工場 100 100 250 250 

コンパクティング・カレンダリング 150 200 300 300 

雑（その他関連工場） 200 500 500 

合計 4,000 6,250 6,250 

出所：
1994: Swaminathan & Jeyaranjan 1999
1995: Erkman & Ramaswamy No Date
1997: Bhattacharya 1998
2009: Roy 2009
2013: TEA 2014.
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表３　ティルプールからのニット製品輸出の推移

年 数量 金額（ルピー）

 (10万点） （％） （1000万） （％）

1984 104.2 21.0 9.7 10.9 

1985 172.1 30.4 18.7 17.8 

1986 288.7 36.0 37.5 23.5 

1987 333.6 34.9 74.5 26.2 

1988 459.1 38.0 104.2 29.1 

1989 614.0 37.1 167.4 30.8 

1990 888.7 40.0 289.9 34.1 

1991 905.1 37.2 429.5 37.4 

1992 1399.0 44.2 774.9 40.8 

1993 1893.0 45.8 1162.4 40.2 

1994 1964.0 48.3 1318.0 41.8 

1995 2171.0 48.8 1591.8 41.6 

1996 2574.0 47.9 1897.0 38.2 

1997 2983.0 46.6 2255.0 37.8 

1998 3461.0 49.6 2619.0 37.8 

1999 3764.0 48.5 3067.0 48.5 

2000 4243.0 49.9 3581.0 37.3 

2001 3831.0 51.8 3528.0 40.3 

2002 3580.0 40.4 3250.0 41.8 

2003 3812.0 42.2 3896.0 43.6 

2004 4114.0 54.3 4469.0 45.8 

2004／05 6500.0 

2005／06 8500.0 

2006／07 11000.0 

2007／08 9950.0 

2008／09 11250.0 

2009／10 11500.0 

2010／11 12500.0 

2011／12 12500.0 

2012／13 13000.0 

注：％はインド全体のニットウエア輸出に占めるティルプールのシェア。
出所：TEA 2014; Bhattacharya 1998; Roy 2009

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開



34

図４　ティルプールからのニット製品輸出（数量）
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図５　ティルプールからのニット製品輸出額の推移
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辿っている。綿ニットウエアだけをとると，ティルプールからの輸出額は

インドの総輸出額のほぼ80％のシェアを占めている（TEA 2014）。輸出先

の80％はヨーロッパ（50%強）と米国である（APEC 2009）。

この国内市場向けの生産拠点から輸出市場向けの生産拠点への鮮やかな

転換は，生産主体および生産組織の大転換によってもたらされた。この転

換 の 特 徴 を 次 の よ う に ま と め る こ と が で き る（Krishnaswami 1989; 

Swaminathan and Jeyaranjan 1999: 98-99）。

1960年初頭にニットウエア生産を支配していたカーストはタミル・ナド

ゥ州の伝統的商業カーストであるチェティア（Chettiar）であった。チェ

ティア資本は統合工場（composite units）様式を採用していた。この時期，

労働者20人以上を雇用する工場はすべて工場法の下で登録されていた。労

働者は終身雇用者であり，法律で定められた福利厚生を得ることができた。

労働者は２つの労働組合によって組織されており，時間給に基づいた支払

いがなされていた。1962年以降，給与引き上げを求める長期のストライキ

が頻発するようになった。収益の悪化に苦しんだチェティア資本家たちは

工場を閉鎖し，他の工業へと転進した。この空白に新たに登場したのが伝

統的に農民カーストであるガウンダー（Gounder）である。ガウンダーた

ちは労働問題を回避すべく小規模な工場を設立した。大半のガウンダーは

労働者でもあったので，労働力不足が生じた時に自らの工場で働いた。ま

た彼らは忠実な労働者に対して，自らの下請け工場を始めるように奨励し，

投資資本の調達を助けたり，請負労働を与えたりした。その結果，労働組

合は大いに弱体化した。そして1969年に時間給に代わって，出来高給制度

が導入されることになった。繰り返して強調しておくならば，国内市場向

け生産から輸出市場向け生産への転換は，（１）生産主体カーストのチェテ

ィアからガウンダーへの転換，（２）大規模な統合型企業から小規模な分散

型企業への転換，（３）時間給から出来高給への転換を伴っていた。

しかし1970年代後半に至るまで，ティルプールで生産されたニットウエ

ア製品の大半は依然として国内市場向けの単純な白色肌着（Banian, 

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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hosiery）であった。輸出が始まったのは1978年である。イタリアの輸入業

者アントニオ・ヴェレンナ（Antonio Verenna）がボンベイ（現在のムンバ

イ）のディーラーを通じて，ティルプールから白色のＴシャツを調達した

ことに始まる10）。ティルプール製品の品質を見て，その後除々にヨーロッ

パからの注文が増加するようになった。1981年にはヨーロッパの小売店チ

ェーンＣ＆Ａがティルプールからの調達を始めた（TEA 2014）。そして，

まもなくティルプールは綿ニットウエア大輸出拠点への階梯を急速に駆け

あがっていく。しかし1980年代の輸出はボンベイあるいはデリーのエージ

ェントあるいは輸出業者を通じた間接輸出であり，その製品もＴシャツに

限定されていた。ところが1980年代後半になると急速に多様化が進展し，

カーディガン，ジャージー，プルオーヴァー，女性用ブラウス，ドレス，

スカート，ズボン，ナイトウエア，スポーツウエア，労働着を手がけるよ

うになっただけでなく，ボンベイ，デリーの業者を通すことなく自らバイ

ヤーと交渉する直接輸出方式が広がっていくことになった（Swaminathan 

and Jeraranjan 1999: 100）。

輸出向け業者と国内市場向け業者のそれぞれの比率について正確な数値

は不明であるが，ヴィジャヤバスカールが1996年－97年におこなった調査

によると，直接輸出企業10％，直接輸出企業の下請け企業60－70％，下請

け企業の中で縫製のみを行う小規模な「セクション」企業20－25％，そし

て国内市場向け企業５−10％であった（表４）。大半の企業は輸出市場向け

10）	 1980年代末になると，ヴェレンナはデリーやボンベイのエージェントをバイパスして直接
４つの企業（最終的には２社になった）から買い付けを始めた。彼は，（１）ティルプール
には綿繰加工会社がなかったので，この部門の発展に尽力した，（２)染色およびニット加工
技術の近代化をもたらした，（３）品質向上と製造工程の向上のために熟練技術者を連れて
きた，といったティルプールのニットウエア産業の発展に大きく貢献した。1980年代中葉
時点で，彼はイタリア市場の80％のクオータを持っており，その大半はティルプールから
輸入された。彼は1980年代末にティルプールを離れエチオピアで工場を始めたが，1996年
に彼が死亡するまでティルプールとの関係は続いた。産業家の多くは，「ティルプールから
のニットウエア直接輸出の父」と見なしている（Srinivas 2000: 7）。ただし，ＴＥＡの資料
やアパレル輸出促進評議会（ＡＰＥＣ）の報告書では，“Varenna”ではなく，“Verona”と記
載されている（TEA 2014; APEC 2009）。
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表４　ティルプールのニットウエア・クラスターにおける企業類型別比率

企業タイプ  比率（％）

直接輸出企業 10

直接輸出企業の下請け企業 60−70

セクション企業 20−25

国内市場向け企業 ５−10
4

出所：Vijjayabasukar 2005.
4 4
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の生産に従事している11）。なお図６は，ティルプールにおける綿ニットウ

エア衣服生産･加工の流れを示したものである。ニット生地の生産は，最終

製品にあわせて，様々な機械を使用して行われている（Single Jersey, 

Interlock, Rib, Jacquard, Auto Stripe, Fleece, Airtel, Look Knit）。また生地

のタイプも綿100％および綿各種混紡と多様である（100% Cotton, Cotton./

lycra, Cotton/viscose, Cotton/polyester, Cotton/modal, Cotton/acrylic）

（APEC 2009: 190）。

２．ティルプール・クラスターの特徴

２-１　アメーバー資本主義

ティルプールが研究者たちの大きな注目を浴びるようになった理由は，

それが小規模企業の濃密な生産ネットワークによって形成されたクラスタ

ーであり，ごく短期間に綿ニットウエアの輸出基地として目覚しい成長を

経験したからである（Cawthorne 1995; Nadvi 1995; Vijayabaskar 2005; 

Kumar 2005; Roy 2009; Murthy and Roy 2010）。

小規模企業によるクラスター論のさきがけとなったのはブルスコ

（Brusco 1982）やピオリ＝セーブル（Piore and Sabel 1984）による研究で

ある。彼らの研究は，北イタリアのガーメント集積地帯，いわゆる「第三

のイタリアにおける工業クラスター」を対象にしたものであった。「柔軟な

専門化（flexible specialization）」によって生み出された「集積の経済」が

競争力の源泉であると論じられた。「エミリア・モデル」12）あるいは「柔軟

な専門化」と特徴付けられたこのモデルは，はたして発展途上国のクラス

11）アパレル輸出促進評議会（ＡＰＥＣ）によると，総生産額の70％が輸出にまわされている
（APEC 2009）。

12）「エミリア・モデル」とは，第三のイタリアの中核地域であるエミリア・ロマーニャ（Emilia- 
Romagna）から名づけられたもの。
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ターにあてはまるのかという論点が，ティルプールへの関心を呼び起こす

ことになった背景である（Holmstrom 1993; Nadvi 1995; Humphrey and 

Schmitz 1995; Nadvi and Schmitz 1998; Bhattacharya 1999; Das 2005）。こ

れらの研究を受けて，ゼンゲンベルガー＝パイク（Sengenberger and Pyke 

1992: 11-13）は国際競争の挑戦に応じる２つの道，すなわち「ハイロード

（the high road）」と「ローロード（the low road）」という工業発展の２つ

の可能性を提示した。前者は「技術革新と高品質」によって支えられた工

業発展のケースであり（第三のイタリアのケース），後者は「低賃金労働と

技術革新の停滞」によって支えられた工業発展のケースである。はたして

ティルプールは，どちらのケースに当てはまるのであろうか。

フィールドワークを踏まえてこの問題に最初に取り組んだのはコーソン

である（Cawthorne 1995）。コーソンの研究成果は，８つの大規模企業（年

間売上高1,000万ルピー）から４つの小規模企業（年間売上高50万ルピー未

満）まで含んだ最終衣料品製造に携わる25企業のケース・ヒストリーに基

づいたものである（おそらくフィールドワークの実施時期は，1980年代か

ら1990年代始めにかけて）。彼女は，ティルプールに「資本の集中を伴う

ことのない資本蓄積」を発見し，それを「アメーバー資本主義（amoebic 

capitalism）」と名づけた（Chari 2000）。吸収合併や垂直統合を伴うことな

く，水平的に小規模な企業が族生する様子を象徴した命名である。コーソ

ンの調査時点（1986年）から10年経過した時点（1996年）で調査を行った

チャリが明らかにしたように（表５参照），コーソンが予期したとおり分散

型小規模クラスターとしての発展傾向はますます高まった（Chari 2000）13）。

コーソンは，「機械によって労働を代替する可能性はゼロであり，おそら

く低賃金労働が収益継続を保証する主要なものである」と結論づけた。す

なわち，「ティルプールは『古典的な』搾取工場―長時間労働，出来高給の

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

13）ただしこの数値は，ティルプール工場査察局（The Factory Inspectorate in Tiruppur）に登
録された企業だけを対象としている。未登録の極小規模な企業については，正確な数を知る
ことはできない。 
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利用による労働強化，わずかばかりの手当てを支払われる児童労働―」で

あり，ゼンゲンベルガー＝パイクのいう「ローロード」による工業発展の

ケースであると論じた。

ナドヴィはコーソンの叙述に依拠しながらも，ティルプールの成功は低

賃金によってのみ説明することはできないと論じた。インドのどこででも

低賃金労働は利用可能であり，なにもティルプールだけに限られているわ

けではない。数多くの後方連関の存在（原綿や綿糸の現地調達の可能性），

輸出エージェントとの前方連関の強化，ニットウエア生産を支える諸制度

の存在，柔軟性を強化する生産組織，こういったものがあいまってティル

プールの成功をもたらしたのだと論じた（Nadvi 1995）。

ティルプールの将来展望，すなわちハイロードへの道を進むのか，それ

ともローロードへの道を進むのかという問題は，後ほどあらためて論じる

ことにして，まずはティルプーのクラスターを特徴づける「柔軟な専門化」

あるいは「柔軟な生産体制」の特徴に目を向けておこう。

２-２　ジョブワーキング

タミル・ナドゥ州の一小都市にすぎないティルプールを特徴付けるのは，

何よりもまず「生産組織の濃密なネットワーク（a dense network of 

表５　ティルプール地区における規模別ニットウエア企業の変化：1986年と1996年
 工場規模

（雇用者数）
企業数
1986年

企業数
1996年

 

＜10 0 130
 

10−19 0 310
 

29−49 151 497
 

50−99 89 37
 

100−499 12 7
 

500−999 20 0
 

＞1000 0 0
 

合計 272 981
 

出所：Chari 2000.
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production organization」（Roy 2009: 14）である。「町全体が繊維に関連し

た工業活動の棲息地」（Cawthorne 1995），あるいは「町全体が一つの生き

た工業生物体のように動く，小規模な作業場からなる編物」（Chari 2000），

あるいはまた「町全体が分散化した工場」（Chari 2004: 1）と表現されたよ

うに，ティルプールは狭い空間に狭い道が無数に切り込んでいる町であり，

その道に沿ってニットウエア関連組織が無数にひしめきあっている一つの

小宇宙である（図７）。この小宇宙は政府が計画的に創出したものではな

く，歴史の集積によって生み出されたものである。まずは空間的に「濃密

なネットワーク」にならざるをえない。「濃密なネットワーク」は，ティル

プール独特の工場間関係・人間関係を生み出した。

この独特な濃密な関係を理解する上で，いくつかのキーワードがある。

まずは「ジョブワーキング(job-working)」である。コーソンによると，こ

の言葉は日常的にどこでも使用されている。「異なった生産工程に特化して

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

図７　ティルプール市の市内地図

（出所：Chari 2004: 4）
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いる企業間での，あるいは異なった生産工程に特化している同一企業に属

する工場間での労働（仕事）のやりとり，あるいはまたトレーダーを通し

て組織される契約労働」を指す用語である。異なった企業間の労働の取引

を「アウト・コントラクティング」，同一企業に属する工場間での労働の取

引を「イン・コントラクティング」と呼んでいる。大規模企業の場合，企

業の所有者はそれぞれの工場で「ジョブワーク・コントラクター（請負業

者）」を雇用している。コントラクターは生産マネジャーとしての役割を担

っており，また特定の「仕事」に労働者を雇用する責任を負っている。「請

負業者」は「仲介業者」として「雇用」されているともいえる（Cawthorne 

1995）。

ティルプールの生産組織は，企業間での多様な下請け関係とアウトソ－

ソング関係から成り立っている。支配的な立場にあるのは輸出業者である

ことは確かであるが，しかしそこで支配的な相互依存関係は企業間の力関

係に落差があるいわゆる「親企業―下請企業」関係ではなく，むしろ「互

恵関係」に近い。ジョブワーキングはこうした企業間での互恵的な相互依

存関係を反映したティルプール用語である。ロイは，ジョブワーキングを

以下のように３つの類型にわけて整理している（Roy 2009: 16-17; Murthy 

and Roy 2010: 98-99）。 

（１）生産工程はニッティング，染色，加工，プリンティング等々に細分さ

れており，こうした各工程に特化した工場にアウトソースされている。

全生産工程をコーディネートする輸出業者は，特定の仕事（job）をそれ

ぞれの工程に特化した小規模な工場に割り当てる。これがアウトソーシ

ングあるいはアウト・コントラクティングである。

（２）「イン・コントラクティング」とは，同一工場内で細分され特化され

た各部門で行われている請負である。各部門はそれぞれのマネジャーに

よって半独立的に行われている。大規模工場で見られる。

（３）大規模企業では生産工程は統合されているが，異なった部門とくにニ

ッティング部門と加工部門で形成されたキャパシティを企業だけで使い
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こなすことができない場合がある。こうした場合，輸出企業は自らのガ

ーメントを生産するだけでなく，余裕のあるキャパシティを他企業のた

めのジョブワークとして利用している。

各生産単位はジョブワークという労働サービスを通じて連結されてい

る。ジョブワークの特徴をよく表すものとして，「企業の所有者はしばしば

『私は機械を所有しているが，労働（work）は所有していない』と言う」

とチャリは報告している（Chari 2000）。ジョブワークは，生産工程の一部

分にだけ専門化した仕事を請け負うことである。ジョブワーキングが蔓延

した理由は，（１）大企業にとって，統合型企業に必要な大規模な投資を避

けることができたためである。多くの場合，ジィブワーキング工場の所有

者と輸出企業は同一のカースト（ガウンダー・カースト）に属しており，

相互の強い信頼関係によって支えられている。さらに，異なった種類のガ

ーメントのためにそれぞれに見合った設備能力を整えることが困難であっ

た点もジョブワーキングの蔓延に貢献した。異なった服地を生産するため

にはニッティング部門に多様な機械を整える必要がある。その結果，設備

能力の未使用という問題が生じてしまう。（２）小規模の企業にとって，ジ

ョブワーキングが利用可能であるために参入コストが引き下がった。プリ

ンティング工場あるいはニッティング工場の所有者の中には，かつてガー

メント工場の労働者から身を立てたケースが多々見られる。ジョブワーカ

ーとして出発し，やがて輸出業者へと成り上がっていったケースが数多く

ある。ジョブワーカーと親会社の関係は一対一ではなく，彼らは複数の輸

出業者のために働いている。親会社との関係は従属的な関係ではない。

（３）こうした関係はきわめて柔軟な生産制度を作りだすことになった。テ

ィルプールのクラスターは，大量生産に適合的な標準化された厳格な生産

ラインに依存することなく発展してきた（Roy 1995）。

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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２-３　ガウンダー・カースト

社会的・文化的背景を語ることなしに，分散型ネットワークによって支

えられたティルプール・クラスターの形成を理解することはできない。テ

ィルプール・クラスターの中心に位置しているのは，ガウンダー・カース

トである。このガウンダー・カーストに焦点をあてて詳細な研究を展開し

たのはチャリである（Chari 2000; Chari 2004a; Chari 2004b）。

ティルプールが位置しているコインバトール地区はタミル・ナドゥ州の西

部にある地域で，イギリス支配以前からコングナド（Konganad）として知

られていた地域である。タミル・ナドゥ州の他の地域とは生態的に大きく異

なっている。コングナド地域（コインバトール，エローデ，カルール，ディ

ンディグル）は語るに足る鉱物もなく，チェンナイやコチといった主要港か

ら遠く離れた陸地で囲まれた地域であり，工業地帯として発展する地の利は

ない。また降雨量の少ない乾燥地帯である。しかし，土地は肥沃であり，井

戸灌漑が整ったところでは高い農業生産性を得ることができた14）。このコン

グナドに12世紀に入植した農民カーストがコングナド・ヴェララ・ガウン

ダー（Kongnad Vellala Gounder）である15）。19世紀後半の鉄道敷設に伴っ

て，換金作物（綿花，サトウキビ，タバコ，ピーナッツ）への転換が生じ，

その結果コングナドはタミル・ナドゥ州で最も商業が盛んな地域となった。

1950年代までにコインバトールの土地の20％は換金作物用に耕作され

（Baker 1984: 200-214, 267-276），ガウンダーは最も裕福なカーストの一つ

14）コインバトールを「南インドのマンチェスター」へと，またティルプールを「ブームタウ
ン」へと押し上げたのはそれぞれナイドゥ（Naidu）とガウンダーという２つの農民カース
トであった（Damodaran 2008: 138-174）。柳澤も，チャリたちの研究を紹介する中で，ティ
ルプールのニットウエア産業が「農村起源」であった点を強調している（柳澤 2014: 第７章）。
ティルプールがガウンダーの町であるとするならば，コインバトールはナイドゥの町である。

15）「ヴェララ（Vellala）」とは，耕作階級を意味する言葉である。コングナドでは，バラモン以
外のカーストの中でヴェララは最も高い社会的地位を占めていると考えられており，したが
ってガウンダーはコングナドにおいてはエリートの位置を占めている（Banerjee and 
Munshi 2004）。
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となった。19世紀にコングナドを訪問したイギリス人ニコルソンは，ガウ

ンダーを「屈強な（sturdy）」農民として紹介している（Baker 1984: 200）。

「ハードワーク」こそ，豊かな農民を生み出した鍵であった。

チャリもまた，「ハードワーク」あるいは「粉骨砕身（toil）」がガウンダ

ーの最大の特徴である点を強調した。タミル語で「ウライプ」（“ulaippu”

あるいは“uzhaippu”）と言う16）。ティルプールに住み込み，ニットウエア・

ビジネスにかかわりのあるティルプールの人々のライフヒストリーを描き

出したチャリの社会学的研究には，ガウンダーの考え方を示すいくつもの

事例がでてくる。ガウンダーの企業所有者に創業資本について質問したと

ころ，「ここでは，粉骨砕身が資本だ！」という答えを得たという。「粉骨

砕身（裸一貫）」しか資本をもたない「たたきあげ（self-made men）」の農

民＝労働者はいかにして資本家になりえたのであろうか17）。すでに述べた

ように，各生産単位（工場）はジョブワークによって連結している。多く

の企業所有者はまずは労働者としてのキャリアから出発する。縫製，機械

の調整，梱包等を学び，多能工としてのキャリアを積んでいく。やがてこ

の企業から独立して自らが小さな企業の所有者へと分裂していく。その際，

血縁関係にあるガウンダーの元労働者から様々な支援（資本や機械，経営

の仕方など）を得ることができる。新たに設立された企業は，元の企業に

とっての「姉妹企業」あるいは「家族企業」として位置づけられている。

新規に設立された企業は，多くの場合近しい親族とのパートナーシップ企

業（通常は縫製のみを担当する工場）として出発する。土地を所有してい

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

16）ＴＥＡのエグゼクティブ・セクレタリーのＳ.サクティヴェル（S. Sakthivel）氏からのヒア
リングによると，「ウライプ」と並んでガウンダーを特徴づけるキーワードは「ネールマー
イ」（正直）であるとのことであった。また「ウライプ」の英語表記について，チャリ

（Chari 2000）が用いている” “uzhaippu”は誤りであると指摘していた。Chari 2004，では
“ulaippu”と表記されている。

17）ガウンダーはいわゆる「右手カースト（velangkai）」であり，伝統的に土地に基礎を置く活
動に従事するカーストである。そのため，農業以外の経済活動への進出はごく最近（本格的
には1980年代以降）のことである（Chari 2004b: 315 footnote 11; Damodaran 2008: 153; 重
松 1982）。



46

るパートナーは「眠れるパートナー」として資本を提供するが日々の経営

にはタッチしない18）。こうした形で繰り返される小規模企業の族生を，チ

ャリは「友愛資本（fraternal capital）」と名づけた19）。ティルプールのニッ

トウエア・クラスターは，なによりもガウンダーというインフォーマルな

カースト・コミュニティをベースにしたネットワーク（社会関係資本）の

上に出来上がっている点に特徴がある。

ティルプール・ニットウエア産業の中心的担い手がガウンダーであるこ

とは明らかであるが，非ガウンダーによって運営されている企業も数多く

見られる。ティルプールの輸出ブームを目の前にして，1990年代以降にな

るとガウンダー以外の資本がティルプールに流入してきた。主な流入資本

は，インド北部・西部のグジャラーティ，パンジャ－ビー，マルワリ，シ

ンディー，そして南インドのチェティアである。すべて伝統的な商業カー

ストである。彼らの正確な数は明らかではないが，以下のように，チャリ

が大まかな手がかりとなる数値（1997−98年時点)を挙げている（Chari 

2000）。

18）「カシュタクートゥ」（“Kashtakkoottu”）と呼ばれる，ティルプール周辺に見られる特有な
制度である。血縁関係をベースにしたジョイントヴェンチャーである。当事者の一方は熟練
労働者であり，他方は資金の提供者である。熟練労働者のほうは収益の10−25％を得る権
利がある。プロフィット・シェアリング制度である（Swaminathan and Jeyaranjan 1999: 
113-114）。ヴィジャラバスカールは，カシュタクートゥと並んで「ダウリー（結婚持参金）」
もまた資本移動にとって重要なルートであると指摘している。結婚にあたって娘婿は投資資
金を与えられるだけでなく，彼の所有する工場への発注を継続する親族企業との関係を結ぶ
ことができるとしている（Vijayabaskar 2014）。

19）チャリは実に面白いエピソードを語っている。1997年にＵＮＩＤＯとＮＳＩＣ （National 
Small Industries Corporation）がスポンサーとなってＴＥＡのメンバー７名とセクレタリー
が第３のイタリアの諸都市（モデナ，カプリ，プラト，ボローニャ）を視察に訪れた時の話
である。モデナのニットウエア企業はティルプールと比較するとはるかに大きくかつ資本集
約的な垂直統合型企業であり，また企業数ははるかに少ない。企業あたりの雇用者数は５−
10名にすぎず，しかもその半分は企業所有者の家族であった。のみならず，肝心の縫製に
携わっている労働者を一人も眼にすることがなかった。不思議に思ってＴＥＡのメンバーが
この点を尋ねたところ，縫製はすべて女性の内職に出されているという答えを得た。こうし
たやり方は，「労働者が社会的に上昇することを妨げている」。そして，「ガウンダーのやり
方とは無縁だ」という感想を持ったというエピソードである（Chari 2004b: 283-284）。
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ティルプールには実に数多くの業界団体がある20）。このうち最も代表的

で，活発な活動をしている機関はティルプール輸出業者協会（ＴＥＡ: 

Tirupur Exporters Association）である。設立は1990年であり，加盟社数は

500社である。主に大規模な直接輸出業者の団体である。もう一つは1956

年に設立された南インドメリヤス製造業者協会（ＳＩＨＭＡ: South India 

Hosiery Manufacturers Association）である。最も歴史ある協会で，加盟社

数も最大である。主に国内市場向けの生産を行っている企業の集まりであ

る。会員数は1,400社である（うち輸出業者600社）。チャリはこの２つの業

界団体にそれぞれ加盟している企業から15％のランダムサーベイを行っ

た（220社）。集められた企業データは５つのカテゴリーに分類されている。

すなわち，（１）元労働者のガウンダー，（２）ガウンダー，（３）ガウンダ

ー以外の元労働者，（４）南インド人，（５）北インド人，である。その結

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

20）ＴＥＡ, ＳＩＨＭＡのほかに，Tirupur Export Knitwear Manufacturers Association （TEKMA）, 
Tirupur Dyers Association （TDA）, Tirupur Screen Printing Association （TSPA）, Tirupur 
Narrow Tape Manufacturers Association （TNTMA）, Tirupur Cloth Stitching Section 
Association （TCSSA）, Indian Hosiery Yarn Mills Association （IHYMA）, Tirupur Cotton 
Merchants Association （TCMA）, Tirupur Merchants Association （TMA）, Coimbatore 
District Powerloom Cloth Dealers Association （CDPCDA）, Tirupur Powerloom Association 

（TPA）, The Nnit Compactors Association （KCA）, Tirupur Hosiery Yarn Merchants 
Association （THYMA）, South Indian Imported Machine Knitters Association （SIIMKA）, 
Knitcloth Manufacturers Association （KNITCMA）, Tirupir Exporters and Manufacturers 
Association （TEAMA）, Computer Embroidery Association, Banyan Cloth Manufacturer’s 
Association, Tirupur Bleachers Association, Tirupur Kaja Button Owner’s Association, 
Tirupur Nero Tape Manufacturers Association, Tirupur Power Table Owner’s Association, 
Tirupur Steam Calendaring Association，などがある（UNIDO No Date; Jayakumar No Date; 
FWF 2007）。このうちティルプール輸出製造業者協会（ＴＥＡＭＡ）は「比較的規模の大
きな輸出業者の利害を代表するティルプール輸出業者協会（ＴＥＡ）」から分かれて，2010
年に設立された小規模の輸出業者からなる協会である（太田 2013;; Ota 2014）。ティルプー
ルという小さな町に，これほど多くの業界団体があることに驚かざるをえない。例えば，カ
ンボジアではガーメント製造業者協会（Garment Manufacturers Association in Cambodia）
が全国で唯一の業界団体であって，ティルプールとはきわめて対照的である。一方，これほ
ど沢山の業界団体があるにもかかわらず，例えばフィリピンにあるようなガーメント・バイ
ヤーズ協会が欠けている点も興味深い。カンボジアの事例もフィリピンの事例も，両国のガ
ーメント産業が外資主導によって行われていることの異なった表現である。対照的に，ティ
ルプールの場合はインド企業主体の発展であることを反映している。
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果は，元労働者のガウンダーはＳＩＨＭＡ加盟企業の場合42％，ＴＥＡ加

盟企業の場合27％であった。大半の企業はパートナーシップ企業である

（ＳＩＨＭＡの場合75％，ＴＥＡの場合80％）。「ガウンダー」の大半は「元

労働者のガウンダー」の息子あるいは娘婿であり，また「ガウンダー以外

の元労働者」は「元労働者のガウンダー」のパートナーあるいは元労働者

であるので，「元労働者のガウンダー」の影響力ははるかに大きい。「ガウ

ンダー」と「元労働者」を合計すると，ＳＩＨＭＡ会員の74％，ＴＥＡ会

員の58％となる。

チャリの推計と並んで，もう一つの推計がある。バナジー＝ムンシが

1995年に行ったサーベイに基づく研究である（Banerjee and Munshi 1999; 

Banerjee and Munshi 2004）。彼らは1991年から1994年にかけてのデータを

集めた。彼らは「ガウンダー」と「部外者（ガウンダー以外）」に分けて，

生産と投資を比較した。300社の間接輸出業者および147社の直接輸出業者

を含む600社（残りはジョブワーカー）のデータである。彼らのデータによ

ると，間接輸出業者の74％，ジョブワーカーの72％はガウンダーであった。

また所有の垂直的統合（ニッティング部門，染色部門，縫製部門）という

観点から見ると，ガウンダー企業の場合は19％，部外者（非ガウンダー企

業）の場合は６％であった。また部分的垂直統合（２部門以上）まで含め

ると，ガウンダー企業は51％，非ガウンダー企業は35％であった。

バナジー＝ムンシの研究は147社の直接輸出業者の生産・投資に対して，

コミュニティ・アイデンティティがどのような影響を及ぼすのかをテーマ

にしたものである。彼らの実証分析の結果は，（１）部外者よりもガウンダ

ーのほうが資本ストックの水準は高い，しかし経験を積むにつれて部外者

との間のギャップは縮小する，（２）部外者よりもガウンダーのほうが資本

産出高比率は高く，またすべての企業経験においてこのギャップは縮小し

ない，（３）当初は部外者よりもガウンダーのほうが生産水準は高いが，企

業経験が５年を経過するとこの関係は逆転する，という３つの点を明らか

にした。（１）と（２）から判断すると，他の条件が等しいとするならば，
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部外者よりもガウンダーのほうがガウンダーの成長率は部外者のそれを上

回るはずであるが，実際にはそうなっていない。この仮説にそぐわない現

象の可能な説明は，ガウンダーの能力は部外者のそれよりも劣っていると

考えることである。事実，教育と企業経験の両面においてガウンダーより

も部外者のほうがすぐれている。そうなると部外者のほうが高い能力を持

っているのに，なぜ彼らはガウンダーよりも少ない投資しかしないのかと

いうことになる。部外者に比べ，ガウンダーには数多くの比較優位がある。

たとえば，（１）現地の母語であるタミル語を話す。先述したように間接輸

出業者，ジョブワーカー，そして労働者の大半はガウンダーであり，容易

に彼らのコンプライアンスを得ることができる。（２)政治的に有利な立場

にある。政府によって提供される電力，水，道路といった投入財へ容易に

アクセスできる。（３）固定資本のための自己資金調達比率はガウンダーの

場合64％，部外者の場合55％である。「自己資金」の中にはインフォーマ

ルセクターからの借り入れが含まれている。このことは，ガウンダーのほ

うがよりネットワーク・キャピタルを利用できる可能性が高いことを示し

ている。（４）資本の機会費用はガウンダーのほうが部外者よりもはるかに

低い。こうした数多くの有利な点があるにもかかわらず，ガウンダーのほ

うが部外者よりも投資効率が悪く成長率も低い。バナジー＝ムンシは，ガ

ウンダーの能力が部外者よりも劣っていることを部分的に示すものである

と論じている。「マージナルなガウンダーが参入するのは，彼がとりわけニ

ットガーメント・ビジネスにすぐれた技能をもっているためではなく，そ

れが彼にとって社会ネットワークから利益を得ることができる唯一の方法

だからである。それゆえ，マージナルな部外者よりも劣っていたとしても

驚くにはあたらない。部外者の場合は，とりわけガーメント・ビジネスに

向いていると考える場合にだけティルプールにやってくるからである」，と

結論づけている。

バナジー＝ムンシの研究は，「友愛資本」の成功事例としてポジティブに

語られてきたガウンダー・コミュニティ像に冷水を浴びせるものである。

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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別の角度からヴィジャイヤバスカールも牧歌的なガウンダー論を批判して

いる（Vijayabaskar 2014）。「血縁に基づくネットワーク」は異なったアク

ター間での不平等な政治関係（支配―従属関係）を排除しないという批判

である。次のような事例をあげている。直接輸出業者（ガウンダー）は自

らがとった注文を分割して複数の下請業者（血縁関係にあるガウンダー）

に契約発注する。納品された製品の一部が輸入業者の要求する品質を充た

すことができなかった場合，輸出業者はすべての下請業者に対する支払額

から不良品分を除いた額しか支払わない（「差し引き（debiting）」と呼ばれ

ている）。また血縁関係がガウンダー以外のカーストに対しては差別的に働

くことも報告されている。しかし，この議論はティルプールにおける労働

のあり方を議論することなしに，全体像を得ることはできない。次節で検

討しよう。

３．グローバル化と柔軟な雇用

３-１　クリシュナスワミの先駆的研究

労働過程に焦点をあてて，ティルプール・ニットウエア産業のパイオニ

アとなった研究はクリシュナスワミの小論である（Krishnaswami 1989）。

クリシュナスワミは以下のように報告している。要約しておこう。

《最終製品を製造する最初の工程はニット生地の製造である。ニッティン

グ工程に携わっているのは男性だけであり，大半の場合支払いは時間給で

ある。労働者がニッティング工程でミスを犯した場合，賃金から糸のコス

トが差し引かれる。大規模工場の場合，監督のためのフォアマンがいる。

フォアマンを任命するにあたっては親族およびカーストの紐帯が重視され

る。その後染色とカレンダリングの工程が続き，ガーメントを製造するた

めの布地は様々な大きさに裁断される。裁断ミスは製品に反映しすぐにわ

かるので，この工程には監督官はいないし，支払いは出来高給である。裁
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断された布地は縫製ミシンによって縫製される。縫製は，自社工場内で行

われるか，あるいは契約ベースで外注される。60％以上は自社工場内で行

われ，残りの40％は下請け契約によって行われる。下請けに依存しない雇

用者は，自社工場内の縫製部門にいる労働者の責任で縫製を行わせる（セ

クション・コントラクター）。こうした労働者は縫製の全責任を負い，自分

の直接コントロールの下で労働者を雇用する。セクション・コントラクタ

ーの下で雇用された労働者を，会社の経営者が直接コントロールすること

はない。縫製ミシンを操業する労働者は「テイラー」（tailor）と呼ばれる。

自分の所有するミシンと一緒に働く「シンガー・テイラー」（Singer tailor）

を別にすると，テイラーはある特定の工場に配属されている。一方，シン

ガー・テイラーはほとんどが契約労働者であり，特定の工場に配属される

ことはない。シンガー・テイラーは通年で６ヶ月以上働くことはない。通

常は４ヶ月である。この４ヶ月の間，彼らは昼夜の別なく働き続ける。一

日３－４時間程度の睡眠で３日間働き続ける。縫製のあとは，アイロンが

けと液圧プレス工程が続く。これらの工程は男性だけによって行われ，支

払いは出来高給である。５名以下の労働者しかいない極めて小さな工場で

は分業ははっきりしていないし，工場所有者も共に働いている。輸出向け

ガーメントの場合には，さらに検品工程がある。検品は女性だけによって

行われ，彼女たちの雇用は一時的なものである。

クリシュナスワミは1980年代に生じた労働・雇用の変化を，労働細分化

の進展としてとらえている。労働過程がさらに細分化されることによって，

低賃金労働者を雇用することが可能になった。たとえば，児童がヘルパー

や最終工程労働者として雇用されるようになったために，労働コストが大

幅に削減されることになった。また出来高給が導入されることによって，

仕事のスピードがはるかに速くなった。複数の家族メンバー（夫，妻，娘，

息子）が同一の工場で働くことも日常的になった。女性や子供は，男性よ

りも低賃金しか得ることができない。

1980年代になるとガウンダーがチェティアにとってかわった。ガウンダ

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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ーは土地の形態での資本あるいは土地から得られた余剰を元手にニット工

場を立ち上げた。彼らの多くは労働者であったので，ストライキ等で労働

力不足になった時に自分の工場で働くことができた。さらに雇用者は忠実

な労働者を奨励して自らの下請け工場とした。こうした変化によって労働

組合は大いに弱体化した。1969年に出来高給が導入されると，雇用者は労

働者を働かせるための監督官を置く必要がなくなった。監督官だけが不要

になっただけでなく，一人の雇用者の下で働く労働者の数も減少した。下

請けによって労働を確保できるようになったために，資本しかもたない多

くの人々が経営者となった。輸出が本格的に始まるとともにますます多く

の女性労働者が雇用されるようになった。1970年以降，70％の労働者は４

ヶ月の正規労働すら得ることができなくなった。短期間しか働くことがで

きなくなったので，失業期間中に必要なお金を得るために，すべての家族

メンバーを最大限のスピードで働かせるようになった。雇用者が提供する

フリンジ・ベネフィットによって，労働者は雇用者にますます従属するよ

うになった。もっともよく見られるのは雇用者からのローンである。仕事

のない期間あるは緊急時のローンが利用可能であるために，労働者は「ま

じめ」にならざるをえない。下請け業者間の競争が，労働過程に対する雇

用者のコントロールを維持し，彼らの収益を確保するために決定的に重要

なものである。下請け業者は競争に勝ち抜くために女性や子供といった低

賃金労働を時間給で雇用した。また彼らと一緒に自らも働くことによって，

最大限の労働を引き出そうとした。》

以上紹介したクリシュナスワミの解釈は，マルクスの労働搾取論を前提

にしたものである。彼が描き出した労働者の姿は，チャリが描き出したガ

ウンダー間の友愛的・水平的な関係からはほど遠い。どちらの姿が現実に

近いのであろうか。

３-２　グローバリゼーションの進展と労働市場の変化

クリシュナスワミが描き出したティルプール労働市場の姿は1980年代
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後半のものである。彼の研究からほぼ10年－20年後にかけて，ヴィジャヤ

バスカールは詳細かつ継続的な現地調査を行っている。1995年調査（1998

年および1999年に追加調査）（Vijayabaskar 2002），1996年から1997年にか

け て の 調 査（Vijayabaskar 2005）， そ し て2009年 に お こ な っ た 調 査

（Vijayabaskar 2011）である。1980年代後半から2000年にかけてティルプー

ルのニットウエア産業は大きな変貌を伴いながら成長を続けてきた。ヴィ

ジャヤバスカールの研究によりながら，この間の労働市場の変化を追跡し

てみたい。

1995年の調査は50社のケース・スタディに基づいたもので，児童労働に

焦点をあてたものである（（Vijayabaskar 2002）。「紡績→ニッティング→裁

断→折りたたみ→縫製→トリミング→ラベル貼り→アイロンがけ→梱包」

という一連の工程の中で，最も労働集約的な工程は縫製であり，衣服製造

に必要とされる全労働のほぼ70％がこの工程で必要とされる。1990年代に

なると大手輸出企業はより付加価値の高いファッション性のある製品へと

生産をアップグレードしてきたが，主要製品は依然として低コストのＴシ

ャツであった。需要に季節性があるために，生産のピークは６月から９月

にかけてである。ティルプールの製造業者は完全にバイヤーからの注文に

依存しており，将来の需要予測を立てることができない。また自らデザイ

ンを手がける企業は１社もなかった。中国およびバングラデシュからの競

争の高まりを意識せざるをえない状態であった。大企業にとって下請け生

産はショック・アブソーバーとして働いていた。需要の多様性と変化のた

め，企業にとって労働者を永続的に雇用することは得策ではなかった。と

くにテイラーの場合は，そうである。児童労働は労働力の15－20％を占め

ている。これに女性を含めると，ほぼ40％になる。ほとんどが「熟練を要

しない」労働（ヘルパー，折りたたみ，トリミング）についている。児童

労働を雇用する主要な理由は，大人の男性は賃金があまりにも低いために

働こうとしないからである。ほぼ大人の男性の半分の賃金が支払われてい

る。ティルプールのようなローエンドの製品に限定されている場合，グロ

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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ーバル市場での競争に勝ち抜くためには，児童労働に代表される低賃金が

至上命令となる。

ヴィジャヤバスカールの調査結果は，クリシュナスワミのそれを裏書す

るものである。はたしてチャリが描き出した友愛資本モデルは幻想なので

あろうか。一方で，ヴィジャヤバスカールが調査した企業のうち４社の所

有者は，1960年代から1970年代にかけて児童労働者（ヘルパー）としてこ

の業界に参入し，その後テイラー，カッター，フォアマンのキャリアを経

て自らの工場所有者となった。また13社の所有者もかつては労働者であ

り，カシュタクートゥ制度（kashtakoothu）によって企業家に成り上がっ

た。チャリのいう「友愛資本」にあてはまるケースである。ヴィジャヤバ

スカールは，（１）労働者から資本家へと社会的に上昇するこの現象は，企

業規模が小さく投資必要額が小さかった初期の段階にはあてまるが，高額

な輸入機械に依存し，また清潔で広いスペースが要求されるようになり，

土地の価格が上昇した段階では妥当しなくなっている。（２）企業家へと上

昇できた児童労働者は例外なく全員ガウンダーである。ダリット（Dalit）21）

や女子の児童労働者にはあてはまらない，とコメントしている。また1998

年と99年に行った追加調査では，直接輸出業者の間では児童労働の雇用は

減少しているが，下請け企業あるいはジョブワーキング企業ではこうした

現象は見られないことが報告されている。

1996年から1997年にかけての調査は67企業と110人の労働者を対象にし

たものである（Vijayabaskar 2005）。1990年以降，ティルプール・ニットウ

エア産業のグロ－バル化が進展した様子が描かれている。それによると，

依然としてＴシャツが支配的な製品であるが，もはや「ベーシックなＴシ

ャツ」ではなく，より複雑なプリンティング，良質な染色と刺繍を要求す

る注文が高まった。また，より多様な生地も要求されるようになった。男

性用Ｔシャツだけでなく，女性用ウエア，児童用ウエア，スポーツウエア

21）不可触民のこと。
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への要求がますます高まった。この時点で，ティルプールで生産・輸出さ

れるニットウエア・カテゴリーの60％は中級品のカジュアルウエアであっ

た。市場は季節変動があるだけでなく，国際綿糸価格，気候，競争国にお

ける政治状態の変化にも対応する必要がある。輸出先国におけるファッシ

ョントレンドに関する情報が不十分であるために，注文の不確実性が高ま

った。デザインが複雑化したことによって，加工工程の数と品質のヴァリ

エーションが高まった。一注文ごとの生産数は25ピースから50,000ピース

までの開きがある。こうした変化に対応して，労働市場はどのように変化

したのであろうか。ヴィジャヤバスカールは，（１）リクルートの形態，

（２）雇用の形態，（３）賃金支払いの形態，（４）賃金契約の形態と労働組

合化の程度，（５）賃金率，（６）技能習得形態，（７）社会的上昇の可能

性，について論じている。

彼の調査は裁断・縫製工場の労働に焦点をあてたものであるが，その前

にいくつかの注意点が述べられている。それらは，（１）どのような仕事も

正式の教育を必要としない。すべての労働者は貧しい教育しか受けていな

い。（２）女性の労働参加は輸出志向が高まってからのことである。また児

童労働の参加率は1980年以前から見られるが，その数は増加した。（３）

カースト構成から見ると，ダリットの労働者の役割が増加した。（４）輸出

が増加するにつれ銀行，バイヤー，政府機関等との連絡の必要性が高まり，

ホワイトカラーの数が増加した。彼らは正式な教育を受けており，男性で，

大半はティルプールの部外者である。

ヴィジャヤバスカールの調査結果は，以下のようにまとめることができ

る。

（１）労働者のリクルートはおおむね口コミあるいは工場の外にかけられた

掲示板による。２つの種類がある。一つは労働請負業者を通じる者，も

う一つは雇用者による直接雇用である。 縫製部門のテイラーは大半の場

合，請負業者を通じてリクルートされる。

（２）経営部門の人材を別にすると，雇用はすべて臨時雇用である。臨時雇

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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用は1970年代に始まったが，輸出志向以降ますます強化されるようにな

った。また一部の労働者は一時的な出稼ぎ労働者である。ピークシーズ

ンが終了すると，彼らは自分の村に帰っていく。

（３）テイラーの支払いは請負業者を通じてなされる。請負業者は注文の終

了時点で固定額を手にすることができるが，請負業者からテイラーへの

実際の支払いは出来高給である。

（４）輸出志向への転換以降，労働組合の力は弱まってきた。組合との賃金

交渉は３年おきに改定されることになっているが，実際に支払われる賃

金は個別交渉で決まっている。出稼ぎ労働者には組合に参加するインセ

ンティブはない。

（５）名目賃金は過去10年の間に明らかに上昇した。裁断，縫製のような

「熟練」労働者の賃金はその他の非組織部門の賃金よりも高い。一方，児

童および女性労働者のそれは家計補助的な役割を担っている。しかし輸

出志向が高まったことは実質賃金の上昇に結びついていない。

（６）輸出志向への転換以降，労働強度は増加した。適時デリバリーが要求

されるようになったためである。ピークシーズンには，毎日12時間労働

が課せられる。児童労働を含めて，36時間の継続労働は常態である。

（７）賃金の高い「熟練」労働は「ティルプール在住，非ダリット，大人の

男性」で占められている。出稼ぎ労働者，児童，女性，ティルプール在

住のダリットは「未熟練」労働に従事している。輸出志向が高まるにつ

れ，分業がはっきりとしてきた。このため熟練を積む機会が減少してき

た。とくに出稼ぎ労働者のもとの職業は農業労働者あるいはその他のイ

ンフォーマル部門労働者であり，熟練を積む機会はない。機械の近代化

が進展するにつれ，相対的に若年で正式の教育を受けた労働者が市場に

参入してきた。この動きはかつてティルプールで見られた社会的上昇（未

熟練労働者から企業所有者への出世物語）の道をますます狭めている。

（８）年々必要とされる初期投資額が増加している。近代的な機械の導入，

土地価格の値上がりのためである。この事実は，かつてのように労働者
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がパートナーシップを組んで企業所有者へと成り上がる道をますます困

難にしている。また，雇用者と労働者の関係はますます非私的な

（impersonal）なドライな関係になってきた22）。

以上の観察に基づいてヴィジャヤバスカールは，ティルプール・クラス

ターは「労働の柔軟性」ではなく「雇用の柔軟性」によって特徴づけられ

る「消極的な柔軟性（passive flexibility）」であると結論づけている。コー

ソンが予測した「ローロード」への道である。生産面で1990年代に生じた

変化―すなわち低級品から中級品への転換，および中古機械から最先端の

近代的な輸入機械への転換―は，労働面では出稼ぎ労働者，女性23），児童，

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

22）シン＝サプラは，1980年代にパンジャーブ州ルディアナからティルプールへと参入したある
企業について興味深い事例を報告している。ガウンダー経営者に見られたような「カースト
をベースとした緊密なネットワーク」は見られないが，自ら労働者を直接雇用するのではな
く，現地の請負業者に任せるという方式（ジョブ・ワーク）を採用したことによって競争力
を増して成功した様子を描き出している。きわめて「ドライな」労働の「カジュアル化」で
ある。またティルプールに参入した部外者（よそ者）の経営者たちは，土地ものたちから例
外なく差別的・排外的な扱いを受けたことも報告している（Singh & Sapra 2007: pp. 91-93）。

23）女性労働力の参加は劇的に増加した。縫製部門（テイラー）で働く女性は1990年代には15
％であったが，2000年代に入ると60％にまで高まった。また工場監督官のデータによると，
ガーメント製造工場で働く女性は1990年の7.51％から1998年には33.23％にまで高まった

（Neera 2002）。女性労働力の大半は若い娘であり，家計所得の補助的な稼ぎ手である。貧し
い農村からティルプールに出てくる若年未婚女性は，スマンガリ（Sumangali）と呼ばれる

「寄宿制度」を通じてリクルートされている。３年間働く見返りに，期限終了時点で一括払
い金を提供する制度である。しかし実際には，３年の期限終了前に解雇され，事前に約束さ
れた金額を得ることができないと報告されている（Arnold 2010; FWF 2007）。スマンガリ制
度に関する最も信頼のおける調査報告はＮＧＯであるソリダリダードによるものである

（Solidaridad 2012）。それによると，この制度は1990年代後半にコインバトール周辺の紡績
工場で始まったものである。スマンガリとは「幸福な人妻」を意味するタミル語で，
“Mangalya Thittam”とも呼ばれる。この制度を利用している工場の80％は紡績工場であり，
ガーメント製造工場では20％にとどまっている。スマンガリ制度の下で働く女性を雇用者
側では「訓練生」と見なしている。３年間の労働期間が終了した時点で一括して支払われる
金額とは別に，月々一定の「お手当て（stipend）」が支払われる。雇用契約書はなく，16歳
以上ということになっているが，実際には12歳程度から働く女子も多い。スマンガリ制度
を利用している工場はコインバトールやティルプールといった都会にはなく，コインバトー
ル，カルール，ディンディグル，エローデといった都市の郊外に立地している。貧しい農家

（農業労働者あるいは限界農民）から働きに出ており，ほぼ60％がダリットの家庭であると
推定されている（TPFORUM 2011，も参照されたい）。またＳＡＶＥでのヒアリングによる
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ダリットに代表される低賃金労働への依存を高め（まさに「底辺への競争」

である），またかつてティルプール・クラスターの特徴となっていた「友愛

資本」の可能性を狭めた，という判断である24）。「柔軟な生産」は「柔軟な

雇用」を伴っている。換言すれば，生産面ではハイロードへの道を辿って

いるように見えるが，労働面ではローロードへの道を辿っているという結

論である。「『コスト』競争か『品質』競争かという伝統的な二分法が時代

遅れとなったように，『ローロード』競争戦略か『ハイロード』競争戦略か

という二分法も時代遅れである」（Arnold 2010: 632）という主張を裏付け

る調査結果である。

３-３ ティルプールでのヒアリングから

今回ティルプールを訪問して，いくつか驚いた点がある。ガーメント製

造業者＝輸出業者（裁断，縫製，検品，ボタン付け，ラヴェリング，アイ

ロンがけ，梱包）Ａ社でヒアリングした時のことである。社長のＳ氏は弱

冠29歳，彼の父（65歳）が1981年に設立し，1996年から輸出向け生産を始

め，現在では100％輸出向けの会社である。社長はロンドンに留学して経営

修士号（ＭＢＡ）を取得した25）。彼の父によると留学の目的は「世界を知

と，「キャンパス・レイバラーズ（campus laborers）」という制度がある。農村の学校に出
向いて12歳から18歳までの児童をリクルートする制度である。ガーメント企業の20％，紡
績企業の70％がこの制度を利用しているということであった。

24）2009年の調査では，労働のインフォーマル化の更なる進展（出稼ぎ労働者への依存の高ま
り），労働組合のさらなる弱体化の２つが進展したことを報告している（Vijayabaskar 2011）。
2000年代に入ると，タミル・ナドゥ州の農村地域からだけでなく，アーンドラ・プラデー
シ州，オリッサ州，ビハール州などからも多くの出稼ぎ労働者が集まるようになった。藤田
＝ジェガディーサンの報告は，出稼ぎ労働者に関する貴重な調査報告である（藤田＝ジェガ
ディーサン 2013; Jegadeesan & Fujita 2014）。また出稼ぎ労働者の大量流入によって，ティ
ルプール市のスラムの数は1986年の16（スラム人口は11,877人）から2002年には88（スラ
ム人口は123,000人）にまで膨れ上がった（Arnold 2010）。男性の出稼ぎ労働者の多くは染
色工場および漂白工場で働いており，裁断・縫製工場で雇用されることはまれである。また
単身の男性出稼ぎ労働者の間でエイズ（ＨＩＶ／ＡＩＤＳ）が蔓延していると懸念されてい
る（SAVE No Date）。

25）ガウンダー資本家は「農民―労働者」からのたたきあげで，ほとんど教育を受けたことが
ないといった過去のガウンダー像（Chari 2004: 779-780）とは，大きな違いである。
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るため（exposure）」であるという。カーストはガウンダーである。祖父は

今なお健在で，ティルプール郊外で農業に従事している。雇用者数は80名

（うち男性60名，女性20名）で，全員正規雇用者である。彼らは10年以上

勤務しており，学校教育を受けている。ジョブワーキング制度を利用して

いる。ジョブワーカーは個人業務で非ガウンダーである。８−10人の労働

者を連れてやってくる。正規労働者のほかに，需要が高まったときに一時

的に労働者を雇用しているが（臨時労働者），そのすべてがインドの他州

（ビハール州，オリッサ州）からの単身男性である。彼らの50％はティルプ

ールにとどまるとのことであった。賃金の支払いは週ごとであり，過去15

年の間に２倍になった（１シフトで300ルピーである。１シフトは８時間。

出来高給ではない点に注目したい）。賃金高騰の要因は生計費の高騰であ

り，その主要因は不動産の値上がりである。住居費が高まっているという。

原綿は５つの工場から購入している（このうち３つはレギュラーな供給者

である）。児童用Ｔシャツを生産・輸出している。縫製機械はブラザーの電

動ミシンを日本から輸入している。また刺繍機械も日本製（タジマ）であ

る（コンピューター制御刺繍機）。生産能力は10,000ピース/日である。主

要市場は，ドイツ，ＵＫ，フランス，オランダである。オランダのバイヤ

ーからの注文は１回で10万点である。またドイツのバイヤーの場合，１回

の注文は5,000－30,000ピースである。６ヶ月ごとに注文がある。バングラ

デシュの企業が競争相手である。中国企業は，インドとは競争関係にない。

中国製品ははるかに高価でレヴェルも高いからである。自社ブランドはな

く，ＯＥＭサプライヤーである26）。デリー，ムンバイのエージェントを利

用して輸出を行っている。こうしたエージェントはティルプールの製造業

者10社程度をまとめて輸出をしている。当面する問題は何であろうかとい

う質問に対しては，（１）政府のサポートが不十分である（補助金，減税），

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

26）ＯＥＭとは“original equipment manufacturing”の略称で，相手先ブランドによる生産を指
す。サプライヤーは縫製業務だけでなく，原材料の調達および仕上げ，梱包まで担当する。
ただしデザインとブランドはバイヤーのものである。また通常使用する原材料に関して指示
がある。
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（２）バングラデシュやパキスタンはヨーロッパ諸国と貿易取り決めがあっ

て輸出に有利であるが，インドにはこういった措置がない，（３）小規模工

業開発銀行（SIDBI）の貸付利子率が高い，（４）原綿不足であり，綿糸価

格がきわめて変動的かつ高価である，という点を挙げた。一方，インフラ

不足（電力，水），労働力不足，労働者のストライキに関しては，問題なし

ということであった。将来展望を尋ねたところ，国内市場への参入を計画

しているという回答を得た。その理由は，国内市場のほうが輸出よりもよ

り高く売ることができるからということであった27）。

彼の工場を訪ねると（オフィスと工場は同じ４階建ての建物の中にある

が，道を挟んでもう一つ４階建ての工場がある），入り口の壁に”NO CHILD 

LABOUR”という表札がはめこんであった。

次に刺繍会社（セクション工場）であるＢ社での工場見学の結果である。

７台設置されていた刺繍機のすべてがコンピューター制御刺繍機であっ

た。その内訳は日本製（タジマおよびバルダン）が80％，残りは韓国製（Ｓ

ＷＦ＝サンスター）と中国製であった。日本製と韓国製（１台300万 ― 500

万ルピー）で生産した商品は輸出向けであり，中国製（とても安価であり，

70万 ― 100万ルピー）で生産した商品は国内市場向けである。雇用者数は

50名であり，ジョブワーカーを利用している。労働者の50％以上はオリッ

サ州，ビハール州，西ベンガル州からの出稼ぎ労働者である。経営者のカ

ーストはガウンダーで，親戚のガウンダーと２人によるパートナーシップ

会社である。輸出先はＵＳＡおよびヨーロッパである。話を聞いているう

ちに，近くにニッティング工場（セクション工場）も持っているというこ

とでここも訪問した。小さな工場で，ニット機械11台，労働者数20名であ

る。ふと見ると，工場の片隅で児童労働者が働いているのを見つけた。

前項で紹介したヴィジャヤバスカールの調査報告は1996年から1997年

にかけての調査に基づいたものである。今回のティルプールの訪問は彼の

28）Kumar & Fujita 2014.も参照されたい。これは2012年に行われた調査報告である。ティルプ
ール近郊の２つの村が比較検討されている。
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調査をおおむね裏付けるものであったが，事実と異なるのではないかと思

う場合もあった。ティルプールそのものではなく，ティルプール郊外の農

村で30年にわたって定点観測を続けてきたハイヤーの２つの論文は，2000

年代に入ってからの変化を理解するのに大いに助けになる（Heyer 2010; 

Heyer 2012; Heyer 2013）。

ハイヤーは，ティルプールから25−30キロメートル離れた農村地帯で30

年間にわたって定点観測を続けた。比較時点として，1981/81年，1996年，

2008/09年が選ばれている。７つの村落（ハムレット）でのヒアリングに基

づいている。それによると，３時点での変化は次のようなものであった28）。

（１）1981/82年時点では，この農村地帯は小規模農家経済で多くの農業労

働者を雇用していた。大半は土地なし労働者であった。1996年までに運

輸・交通が整備され，ニットウエア産業が成長した。農業以外での雇用

が増加するとともに，水資源の過剰使用と政府の農業支援支出の減少に

よって農業は衰退していった。運輸・交通の整備によって村からの通勤

が容易になり，ティルプールは非農業雇用の小さな中心地となった。し

かし1996年時点では大半の農民はニットウエア産業で雇用されること

はなかった。2008/09年までに，ティルプールの発展は目覚しいものがあ

り，耕作地の多くは不動産として売買されるようになり，それが主要な

経済活動となった。村にもニットウエア工場が設立されるようになった。

（２）ティルプールでのニットウエア産業の拡大と政府の社会政策（社会福

祉政策を含む）29）のおかげで，賃金が上昇し，また村の生活水準も改善

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

29）タミル・ナドゥ州は，州政府のおかげで，社会政策（社会福祉政策を含む）がよく行き届
いていることでよく知られている。公共配給制度（ＰＤＳ: Public Distribution System）を
通じた食糧・必需品の補助政策，住宅補助，医療補助，年金，妊娠女性・不慮の事故・障害
者に対する補助，自営業補助，様々な児童に対する支援・補助，などである。さらに
2008/09年に全国農村雇用創出計画（ＮＲＥＧＳ: National Rural Employment Generation 
Scheme）が導入された。この計画は，農家一軒あたり年間100日の雇用を確保するものであ
る。また，2006年の総選挙で，選挙に勝利したドラヴィダ進歩連盟（ＤＭＫ）は選挙公約
としてカラーＴＶの無償配布を打ち出し，実際にほとんどすべてのダリット家計にカラーＴ
Ｖが無償配布された。こうした措置すべてが，ダリットの生活水準の向上に結び付いた。
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した。1980/81年時点では男性労働力の75％は農業に従事していた。ニッ

トウエアをはじめ製造業に従事していたのは５％にすぎなかった。これ

らは裕福な農民であった30）。

（３）ティルプールのニットウエア産業は，1980年代に大中規模生産から

小規模生産へと変化を遂げた。1996年時点では「あたかも小規模な産業

革命が生じた」ようであった。農業に従事する男性労働力の比率は75％

から54％にまで激減した。一方，製造業に従事する比率は５％から23％

へと増加した。しかし女性の場合，農業従事者はほぼ90％，製造業従事

者は５％であった。この結果，農業雇用の条件は格段に改善した。労働

力不足が生じ，綿花やバナナの栽培が増加する一方で，砂糖きびの栽培

は減少した。またある程度まで機械化が進展した。農業労働者の数が減

少し，また農業労働者の労働時間も減少した。男性の賃金は175％増加し

た。さらに子供が学校に行くようになったので，児童労働は大幅に減少

した。またこの時点になると，トッタム農家の多くは，依然として自宅

は農村にあるものの，主要な経済活動は工業部門へと転換し，農村で支

配的ではなくなった。

（４）2008/09年になると，耕作地は大幅に減少した。不動産取引が盛んに

なった。教育の重要性がますます認識されるようになり，児童労働はほ

とんどなくなった。

（５）しかしカースト構造は根強く残っている。ガウンダーはニットウエア

産業の発展のためにカースト・ネットワークを利用して相互支援をして

いるが，指定カースト（ダリット）は従属的な地位にとどまっている。

1996年時点で，指定カースト男性の70％，女性の94％は農業労働者であ

った。パンナイヤール（pannayal/pannaiyaal）31）および児童労働も減少し

30）いわゆる「トッタム(tottam)農家」である。ガウンダーは代表的なトッタム農家である。「ト
ッタム」とはタミル語で「ガーデンファーム，あるいはよく灌漑された耕地」を指す。ハイ
ヤーが調査した農村地帯では，トッタム農家は平均して７ヘクタールの耕地を持っており，
またトッタム農家としてガウンダーのほかにナイドゥとチェティアがいる。
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た。1981/82年時点では，チャッキリヤール（Chakkiliyar）の大半が児童

労働に依存していた。しかし1996年時点ではチャッキリヤールおよびパ

ンナディ（Pannadi）の児童も学校に行くようになった32）。2008/09年に

なると，多くの指定カーストもニットウエアを含む非農業部門に就職す

るようになった。パンナイヤールは完全に消滅した。また児童労働もほ

とんどなくなった。

（６）2008/09年になると，女性の活動に大きな変化がみられた。労働力参

加率が大幅に減少した。子供が学校に通うことになったためであり，専

業主婦となる傾向が明らかになった。女性の12％がニットウエア産業に

従事するようになった。大半は若い未婚の女性である（指定カースト，

非指定カーストの双方）。女子の教育も盛んになり，15歳未満の女子は全

員学校に通っている。

以上から明らかになったように，ヴィジャヤバスカールが調査した

1996/97年時点から2008/09年にかけて，労働市場に大きな変化が生じた。

農村の賃金もティルプールの賃金もニットウエア産業での賃金も上昇し，

また近隣の農家からの児童労働もなくなり，未婚女性のスマンガリ制度も，

輸出企業では完全になくなった33）。児童の教育が浸透したためである。児

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

31）パンナイヤールとは債務農業労働者（１年契約の農業労働者）のことである。パンナイヤ
ール（あるいはパンナイカーラン）の減少・消滅は，タミル・ナドゥ州全般にわたって見ら
れる現象であるようである（柳澤 2014: pp. 148-163）。しかしカーズウエル＝デ・ネヴェは，
農村からパンナイヤールが消滅するとともに，ティルプール近郊の職布工程（weaving）を
担っている小規模なパワールーム（力織機）工場で新たな債務労働（bonded labour）制度
が復活・蔓延していると報告している。債務労働制度とは，労働者に資金を前貸しして，強
制的な労働によって資金を返済させる制度である。なおこの地域でのパワールームの所有者
はガウンダーである（De Neve 1999; De Neve and Carswell 2012; Carswell and De Neve 
2013）。ガーメント産業とは異なって，パワールームでの労働には季節性がなく，継続的･
安定的な労働投入が必要とされる。 

32）チャッキリヤールおよびパンナディは双方ともダリット（指定カースト）である。なおK. 
S. シンはチャッキリヤールではなく，チャッキリヤン（Chakkiliyan）と表記している

（Singh 1999: 293-297）。
33）コインバトール，ティルプール，カルールといった都市地域および大規模工場，輸出向け

企業ではスマンガリ制度は採用されていない（Solidaridad 2012: 14）。
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童労働やスマンガリ制度による未婚女性労働者は，州外の出稼ぎ労働者に

とってかわられたといえそうである。ティルプール地区それ自身はその周

辺農村をも巻き込んで，生活水準が上昇している。「底辺への競争」は，イ

ンド全国の貧困地帯から集まった出稼ぎ労働者が担っている34）。

４．ＧＶＣの中のティルプール

４－１　ＧＶＣ仮説

ガーメント産業は，経済のグローバル化を典型的に代表する産業である。

この点に着目して「グローバル・ヴァリューチェーン（ＧＶＣ）」という概

念を用いたアパレル産業研究が進展しており，アパレル産業分析の中核的

な分析枠組みとなっている。ＧＶＣ分析のパイオニアであり，かつ中心的

推進者はジェレッフィである。

ジェレフィはＧＶＣを２つの類型に大別した。一つは，プリデューサー

ドリブン（producer-driven）型であり，もう一つはバイヤードリブン（buyer-

driven）型である。ジェレッフィによると，前者は大規模な多国籍製造業

者が（前方連関および後方連関を含む）生産ネットワークをコーディネー

トする上で中心的な役割を果たす形態である。自動車，航空機，コンピュ

ーター，半導体，重機械などに代表される資本・技術集約的な産業である。

これに対し後者は，大規模な小売業者，ブランドを所有している商業資本，

あるいはブランドを所有している製造業者が，（典型的には第三世界に立地

する）さまざまな輸出国において分権化した生産ネットワークを設立する

34）ガーメントの生産が低賃金の出稼ぎ労働者（移民労働）に依存しているという現象は，イ
ンドに限られたものではない。インドよりもはるかに一人当たり所得水準が高く，また付加
価値の高いガーメントを生産しているマレーシアでもタイでも今なおバングラデシュ，ミャ
ンマー，ラオス等からの外国人移民労働力に依存している（Crinis 2010； Arnold and 
Hewison 2005；絵所 2014）。オリッサ州やビハール州からのティルプールへの出稼ぎ労働者
は言葉も文化も異なっており，実質的には「ヴィザのいらない外国人移民労働者」である。
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上で枢軸的な役割を果たす形態である。衣料，履物，玩具，民生用電子機

器，そしてさまざまな手工芸品といった労働集約的な消費財産業で支配的

である。生産は，外国のバイヤーの仕様にあわせた最終財を製造する第三

世界のコントラクターの「階層をなしたネットワーク」によって行われる

と論じた（Gereffi 1999）。

プロデュ－サードリブン型とは異なって，バイヤードリブン型の比較優

位は主導企業(lead firm)の製造技術力ではなく，デザイン力，マーケティン

グ力，マーチャンダイジング力，ブランド形成力，あるいはグローバル・

ソーシング戦略にある。こうした分析枠組みの中で，ガーメント産業は，

バイヤードリブン型を代表する産業として着目されたのであった。

ジェレッフィの研究が可能になった背景には，米国で始まった小売革命

がある。小売業者の需要に応じて，米国のガーメント産業の様相は一変し

た。小売革命をもたらした主要因は情報革命である。情報革命によって消

費者の需要がいち早く取り組まれることが可能になった。「リーン・リテー

リング」（lean retailing）である。リーン・リテーリングはアパレル製造業

のあり方を決定的に変えた。情報技術の進展を背景にした「適時縫製」

（stitch in time）を可能にする制度の構築が，低コストで生産する発展途上

国のアパレル製造業者に対抗する，あらたな比較優位の源泉となったので

ある（Abernathy, Dunlop, Hammond, and Weil 1999）。アメリカの小売＝

アパレル産業は知識集約型産業として，生まれ変わったといえる。

ジェレッフィによると，第二次大戦後，世界のテキスタイル＆アパレル

産業はその生産拠点を大きく変えながら発展してきた。戦前においては，

おおむね西欧諸国と米国が生産の拠点であった。テキスタイル＆アパレル

産業の第１の移動の波は，1950年代から60年代初期において西欧諸国と米

国から日本へという形で生じた。第２の移動の波は，日本からアジアの「ビ

ッグ３」（すなわち，香港，台湾，韓国）への移動である。アジアのビッグ

３は，1970年代から80年代にかけて世界のテキスタイル＆アパレル輸出を

支配的なポジションを占めた。1980年代に入ると，ビッグ３から中国への

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開
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シフトが鮮明になったが，それとともに東南アジア諸国およびスリランカ

への移動も生じた。さらに1990年代になると，南アジア諸国およびラテン

アメリカ諸国（カリブ海諸国），そしてヴェトナム，カンボジア，バングラ

デシュが参入した。

こうした生産拠点の移動の中で，「産業アップグレードの原型」と呼ん

で，ジェレッフィが最も注目したのはアジアのビッグ３（アジアＮＩＥＳ）

のケースである。ガーメント産業の機能的アップグレードの経路は，次の

ように概念化された（Gereffi and Frederick 2010）。第１段階は，組み立て

段階である。ＣＭＴ（cut, make, and trim）と呼ばれる。下請け形態の一

つである。生産者（サプライヤー）は，バイヤーの仕様に従って輸入され

た素材を縫製するだけの段階である。通常，輸出加工区に立地される。第

２ 段 階 は， 相 手 先 ブ ラ ン ド に よ る 生 産（ Ｏ Ｅ Ｍ: original equipment 

manufacturing)段階である。サプライヤーは縫製業務だけでなく，素材の

調達および仕上げ，梱包まで担当する。ただしデザインとブランドはバイ

ヤーのものである。また通常バイヤーから，使用する素材に関する指示が

ある。ＯＥＭサプライヤーは，フルパッケージ・コントラクターである。

第３段階は，ＯＤＭ（original design manufacturing）段階である。サプラ

イヤーはデザイン及びＲ&Ｄを含む生産段階以前のプロセスに関与する

が，ブランドはバイヤーに属する。第４段階は，ＯＢＭ（original brand 

manufacturing）段階である。サプライヤーは製造やデザインではなく，む

しろ自らのブランド形成に焦点をあてる段階である。

ジェレッフィによると，アジアＮＩＥＳ（香港，台湾，韓国，シンガポ

ール）は「ＣＭＴ→ＯＥＭ→ＯＤＭ→ＯＢＭ」というアップグレ－ドの経

路をたどった成功例である。その成功の要因をジェレッフィは「三角製造」

（triangle manufacturing）に求めた。この仕組みは，次のようなものであっ

た。第三国製造は1970年代から80年代にかけて始まったものである。米国

のバイヤーたちはかつて製品を調達していた東アジアＮＩＥＳの製造業者

に注文を発注した。東アジアＮＩＥＳの製造業者は，受注した生産の一部
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あるいは全部を低賃金国（すなわち，中国，インドネシア，ヴェトナム）

のオフショアの関連工場へと振り向けた。最終製品は，多国間繊維協定（Ｍ

ＦＡ: Multi Fiber Agreement）による米国のクオータ（割り当て）制度の

下で，直接バイヤーに船積みされた，というものである。この仕組みの下

で，東アジアＮＩＥＳは「仲介業者」としての地位を確立した。やがて，

仲介業者として能力を高めた韓国と香港の企業は，製造能力をデザインと

自らのブランドによる販売に統合することに成功した。ＯＢＭへのアップ

グレードである。東アジアＮＩＥＳが産業アップグレードする上で，多国

間繊維協定（ＭＦＡ）が果たした役割は大きかった。これがジェレッフィ

の説明である。

ところがジェレッフィが描きだしたガーメント産業におけるアップグレ

ードの構図をインドに当てはめようとすると，なんともしっくりとしない。

違和感がある。テワリはその理由を的確に指摘している（Tewari 2005; 

Tewari 2008）。インドのテキスタイル・ガーメント産業は，（１）東アジ

ア・東南アジア，ラテンアメリカ，中国，南アフリカでは1970年代および

1980年代にガーメントの輸出基地ができあがったのとは対照的に，インド

のガーメント輸出は1980年代中葉になってようやく始まった。（２）イン

ドのガーメント産業は，競争力のある国内のテキスタイル産業の中に埋め

込まれている。インドのテキスタイル産業の発展はガーメント産業の勃興

にはるかに先立っていた。インドは国内からテキスタイル用の原糸（ファ

イバー），とくに綿糸を調達することができた。中国と並んでインドは，原

糸から布地，そしてガーメント（衣服）までの輸出を自国でカヴァーでき

る発展途上国である。（３）競争国と比較すると，世界のテキスタイル・ガ

ーメント産業への統合は緩慢であった。1970年代から1980年代初頭にかけ

て，ガーメント産業のオフショア生産が始まったとき，インドのガーメン

ト輸出は微々たるものであった。1970年におけるインドのガーメント輸出

額は全輸出額の２％であり，世界のガーメント市場に占めるインドのシェ

アは0.6％にすぎなかった。基本的な理由は，インドの繊維政策の重点が国

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開



68

内市場の開発におかれていたためである。またインドのガーメント輸出先

が厳格なクオータ制度を採用していたヨーロッパと米国に集中していたこ

とも，理由として挙げられる。産業ライセンス制度，小規模企業留保政策，

労働法によって政府は企業の規模，立地，工場の拡張を制限しただけでな

く，輸出の規模および輸入内容を統制していた。（４）1985年の繊維政策

による規制緩和を転機にして，そしてその後も一層の規制緩和を進めたこ

とによって，テキスタイルおよびガーメント輸出は目覚しく成長した。全

輸出に占めるそのシェアは1970年の3.8％から2003年には21％にまで増加

した。（5）この目覚しい成長は外国直接投資（ＦＤＩ）にほとんど依存す

ることなく達成された。中国，バングラデシュ，ヴェトナム，スリランカ，

メキシコ等とは大きな違いである。インドの場合，輸出を担っているのは

国内企業である。（６）今日ではインドのガーメント輸出は多くの外国バイ

ヤーによって行われているが，輸出が始まった1980年代中葉では大規模な

グローバル・バイヤーはほとんどいなかった。ウオルマートやターゲット

といったグローバル・バイヤーがインドにオフィスを構えたのは2004/05年

のことである。（７）さらにインドの場合，（ＮＡＦＴＡ，拡大ＥＵ，ＡＧ

ＯＡ35）といった）地域貿易協定（自由貿易協定）の恩恵なしに輸出が伸び

た。（８）中国を含む今日の主要ガーメント輸出国とは異なって，インドは

グローバル・バイヤーのための組み立て基地となったことはない。そうで

はなく，国内企業（ティルプールやルディアナのよう小中規模企業からな

るクラスターを含む）がグロ－バル市場への統合を進めている尖兵である。

４－２　ハイロードへの模索

テワリが強調したように，ガーメント輸出が国内企業によって担われて

35）アフリカ成長機会法（Africa Growth and Opportunity Act）。米国と低所得サブサハラアフ
リカ諸国との間の地域貿易協定。低所得サブサハラアフリカ諸国から米国に直接ガーメント
が輸出される場合，クオータ制限なしかつ無関税とする取り決め。2000年８月に発効

（Gibbon 2003; Gibbon 2012）。
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きたことが，インドの事例がジェレッフィの仮説にしっくりとあてはまら

ない理由である。産業のアップグレード（とくに輸出志向産業の場合）の

可能性を語るにあたって，２つの有力なアプローチがある。一つはクラス

ター論であり，もう一つはＧＶＣ論である。前者はローカル・レヴェルで

のガヴァナンスと企業間および企業とローカルな制度との相互作用を重視

するのに対し，後者は機能的統合と国際的に分散した活動をコーディネー

トする強力な主導企業の役割を重視するアプローチである（Humphrey and 

Schumitz 2010）。インドにあてはまるのは明らかに前者の仮説であり，テ

ィルプールもその例外ではない。しかしティルプールからのニットウエア

製品の目覚しい輸出の増加は，ＧＶＣに参加する（あるいは巻き込まれる）

ことによってはじめて可能になったことも事実である。1970年代の国内市

場向けのベーシックなバニアン（男性用下着）製造から始まって，輸出向

けのベーシックなＴシャツへのアップグレード，そしてさらに輸出市場向

けの中級品へとアップグレードしたのは，ＧＶＣへと参入したからである。

グローバル市場に参入しているガーメント企業は，現在ではどの国に立地

していようが，機械設備を最新のものに転換している。低賃金にだけ依存

しているわけではない。グロ－バル競争で生き残るためには，そうせざる

をえない。ティルプールのニットウエア企業も例外ではない。アパレル輸

出促進評議会（ＡＰＥＣ）の報告書によると，機械の70％は外国製の輸入

機械である（表６参照）36）。機械の輸入にあたっては，政府の「技術向上基

金計画（ＴＵＦＳ: Technology Upgradation Fund Scheme）」が功を奏した

（APEC 2009: 196-198）。企業はＴＵＦＳを利用して，長期資金を得ること

ができた。日本から輸入しているのは，電動ミシンとコンピューター制御

刺繍機である。品質も飛躍的に向上した。こうしたアップグレードへの道

は，バイヤー（あるいは市場）の圧力の結果である。児童労働やスマンガ

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

36）20年ほど前にティルプールのニッティング工場を訪問した時に目にしたのは，パンジャー
ブ州ルディアナ（ウール・ニットウエアの集積地）から持ってきた中古のニッティング・マ
シーンであった。
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リ制度が見られなくなったのもグローバル・バイヤーの圧力があったから

である37）。グローバル・ビジネスを展開しているチェーン・ストア（Ｃ&

Ａ，Wal Mart，Sears，Ｈ&Ｍ，Mothers Care）がティルプールから製品を

調達しており，また主要ブランド企業（Nike，Cutter & Buck，Adidas，

Tommy Hilfiger，Katzenberg，Arrow等）もティルプール企業にアウトソ

ースしている（APEC 2009）38）。

しかし，それと同時に政府，業界，労働組合，ＮＧＯが果たした大きな

役割を見逃すわけにはいかない39）。労働条件が著しく改善したのも，政府

表６　ティルプーの輸出業者で使用されている機械の一覧
部門 機械の種類 輸入国先

ガーメント Overlock/Flat Lock/Single Needle/ 日本/台湾/イタリア/

Feed Off Arm/Zig-Zag/Blind Stitch/ ドイツ

Button Holding and Fixing

ニッティング Open Width/Circular Knitting Machine like 台湾/韓国/ドイツ/

Single Jersey, Rib, Interlock, Auto Striper/ UK/USA/イタリア/

Flat Knit Machine 中国

染色 Slow flat and open winch for cotton 台湾/韓国/イタリア/

dyeing. HTHP (high temperature & high ドイツ/USA/中国

pressure) for polyester dyeing 国内からも調達

コンパクティング Tuber Compacting and Open Width USA/イアリア/フランス/

Compacting Machine トルコ/韓国/台湾

プリンティング Table and Machine Printing/ 国内から調達

Rotary Printing 国内・輸入

刺繍 Computerized Embroidery Machines 日本/中国

出所：APEC 2009: pp. 196-198.

37）グローバル・バイヤーが発展途上国産業のアップグレードに果たしうる役割については，
Egan and Mody 1992; Schmitz and Knorringa 2010，を参照。ドゥ・ネヴェはティルプール
において，倫理規定（企業の社会的責任）の遵守が新たな階層的関係を生み出していると論
じている（De Neve 2009）。

38）ＴＥＡでのヒアリングの際に入手した資料によると，日本へのサプライヤーは５社ある。す
べてホームテキスタイル（病院用）である。

39）労働組合に関しては，太田 2013，を参照されたい。数多くの労働組合があるが，組織率はき
わめて低い（ＳＡＶＥでのヒアリングによると，労働組合の数は32，労働者の組織率は４％）。
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の社会政策と市場の力の双方が働いたからである。なかでも積極的にハイ

ロードへの道を追求しているのは，ティルプール輸出業者組合（ＴＥＡ）

である。ティルプール輸出ニットウエア産業団地（ＴＥＫＩＣ: Tirupur 

Export Knitwear Industrial Complex），内地コンテイナー倉庫，パブリッ

ク・スクール，ネタジー・アパレルパーク（ＮＡＰ: Netaji Apparel Park）40），

ＮＩＦＴ-ＴＥＡファッション研究所（NIFT-TEA Fashion Institute）＝Ｎ

ＩＦＴ-ＴＥＡニットウエア・ファッションカレッジ41），インディア・ニッ

トフェア，等をあいついで設立しただけでなく，労働組合とＮＧＯを巻き

込んでティルプール・ステークホルダー・フォーラム（ＴＳＦ）を立ち上

げ労働者の待遇改善に努めている。いずれも政府を巻き込んだ制度づくり

である。ほとんどすべてのテキスタイル・ガーメント関連の主要政府機関

もコインバトールとティルプールにオフィスや出先機関を設置している。

主要なものでは，アパレル輸出促進評議会（ＡＰＥＣ）ティルプール支部，

繊維委員会（Textile Committee）のティルプール支部とコンバトール支

部， 南 イ ン ド 繊 維 研 究 所（ Ｓ Ｉ Ｔ Ｒ Ａ: South India Textile Research 

Association），繊維省が設立・運営しているサルダール・ヴァラッバーイ・

パテール国際繊維・経営大学院大学（Sardar Vallabhbhai Patel International 

School of Textiles & Management），小規模工業開発銀行（ＳＩＤＢＩ），

小規模工業開発公社（ＳＩＤＣＯ）などがある。また有力な現地ＮＧＯと

して女性のエンパワメントに重点を置いた活動を展開しているＳＡＶＥ 

（Social Awareness & Voluntary Education）などがある42）。

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

40）ネタジー・アパレルパークはニューティルプールに2005年に開設されたワールドクラスの
アパレルパークである。220エーカーの広さがある。ＴＥＡから入手した資料によると，
2014年２月時点で56社が入居している。このうち外資系工場が２社ある（イタリアとノル
ウエーの企業）。製品はすべて輸出されている。

41）ＮＩＦＴは全国ファッション技術研究所（National Institute of Fashion Technology）の略称
である。中央政府の機関である。1997年に設立された，ＮＩＦＴ-ＴＥＡファッション・カ
レッジの各教室の入り口には，当機関設立に献金した代表的企業の名称が入った表札がかか
っている。皆大手の輸出企業である。デザイナーの養成学校である。 

42）ＳＡＶＥは1993年に設立されたＮＧＯである。設立当初は児童労働問題に取り組んでいたが，
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このように，現在ハイロードへ向けての様々な自己努力が継続している。

将来を展望することは容易ではないが，大規模な統合型企業が生み出され

てきたことは，ティルプールの今後を展望するにあたって示唆的である43）。

代表的な企業グループとして，イーストマン・グループ（Eastman），

Ｋ.Ｐ.Ｒ.ミルズ（K. P. R. Mills），ポピーズ・グループ（Poppys），Ｓ.Ｐ.ア

パレル（S. P. Apparel），セントウイン・グループ（Centwin）が挙げられ

る。これらの企業は年間売上高「10億ルピー」を超える企業グループであ

る(http://en.wikipedia.org/wiki/Tirupur)。最大の企業グループはイースト

マン・グループである。年間売上高は２億5,000万ドルにのぼる（2012年

度）。ティルプールだけでなく，インド最大のニット衣服輸出業者である。

Tommy Hilfiger, Quick Silver, Caribbean Joe, Diesel, Guru, Timberland, 

DKNY, Outrageといったグローバル・ブランドのサプライヤーであり，ま

たMarks & Spencer, Next, Mothercare, Metro Group, Calvin Klein, GAP, 

JC Penny, Zellersといった小売業者へのサプライヤーである。染色，服地

のフィニシング，プリンティング，紡績，デザイン・サンプリング，刺繍，

ニッティングのすべてをひとつの工場内で行う統合型企業である（http://

www/eastmanexports.com/）。また輸出を担当するイーストマン・エクス

ポート社（Eastman Exports）とは別のイーストマン・クロージング社

（Eastman Clothing）は国内市場向けに販売を行っているが，トミー・フィ

ルヒガーとフランチャイズ契約を結んでいる44）。ポピーズ・グループも紡

績，ニッティング，加工，デザイン，縫製，フィニシング，ラベル張り，

現在では主に女性のエンパワメントに取り組んでいる。職員の大半は女性であり，かつダリ
ットである。またSAVEが中心となって「人民フォーラム（Tirupur People’s Forum）」が設
立されている。

43）2000年に発表された繊維産業政策（National Textile Policy）によって，従来小規模企業だ
けに留保されてきたガーメント産業が規制緩和された。ついで2005年に，ニットウエア生
産に対する小規模留保措置も廃止された。小規模ニットウエア企業クラスターとして成長し
てきたティルプールの近年の変化は，こうした繊維産業の自由化政策が影響している。繊維
産業の自由化政策は，2004年度末をもって廃止された多国間繊維協定（ＭＦＡ）へのイン
ド政府の対応策である。

44）http://articles.economictimes.indiatimes.com/2010-03-22/news/
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梱包のすべてを行う統合型企業である。年間売上高は7,000万ドルである。

Hanes, Ralph Lauren, Harley Davidson, Caretpilla, M&M, Domino’s Pizza,

等グローバル・ブランドのサプライヤーである。ポピーズ・グループの総

帥はＡ．サクティヴェル（A. Sakthivel）であるが，彼はＴＥＡの創立以来

から会長職にある。業界を代表する人物である（http://www.poppysonline.

com/）45）。イーストマン・グループの輸出ビジネスへの参入は1983年（1975

年に小さな染色企業として創業した），またポピーズ・グループの設立も

1973年と両社ともかなりの歴史を持っているが，これら企業とは対照的な

のはＫ.Ｐ.Ｒ.ミルズ社である。同社も紡績，職布，衣服，染色・漂白，コ

ンパクティングのすべてを手がける垂直統合型企業であるが，1983年コイ

ンバトールにテキスタイル（weaving）企業として出発した。その後紡績

部門を設立し，最後に衣料部門に進出した。統合企業としての設立は2003

年である。テキスタイル企業から統合型企業へと成長した事例である

（http://www.indiainfoline.com）。こうした統合型企業はすべてＯＤＭサプ

ライヤーである。統合型企業の「再現」は，経営の近代化，機械設備の近

代化，デザイン＝ファッション教育の重視といった動きを伴っている。農

民から労働者へ，そして労働者から資本家へと転進したガウンダー型の小

規模企業クラスターの姿は，今後ともアップグレードへの道を選択すると

したならば，将来大きく変貌する可能性がある。他方，ニットウエアの縫

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

45）なおイーストマン・グループとポピーズ・グループおよびプレム（Prem）グループは姻戚
関 係 を 結 び， 企 業 間 の 結 合 を 進 め て い る（http://articles.economictimes.indiatimes.
com/2010-03-22/news/）。プレム・グループは，1984年に100％綿製品の縫製だけを行う企
業として出発した。当時の雇用者数は100人であった。すべてのサプライヤーに対して「社
会的責任（SA: Social Accountability）」を要求するスイスのマブローク社（Mabrouc SA）n
の求めに応じて，プレム・グループはSA8000認証を獲得した。SA8000は，産業の上流にま
で遡ってＩＬＯの最低年齢労働基準を満たすものである（すなわち，18歳未満の児童労働
を雇用しない）。現在ではプレム・グループは綿紡績，ニッティング，染色，裁断・縫製，
刺繍，プリンティングまで取り扱う垂直統合企業であり，すべての工程でＩＬＯ基準を満た
し て い る。 プ レ ム・ グ ル ー プ が 推 進 し て い る「 企 業 の 社 会 的 責 任 制 度 政 策（Social 
Accountability Systems Policy）」は，ＩＬＯの研究の中で一つの成功事例として言及されて
いる（Rogovsky & Sims 2002: pp. 111-113）。 なおマブローク社（Mabrouc SA）の現在の
企業名はスイッチャー社（Switcher SA）である。
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製工程は依然として低賃金出稼ぎ労働者に依存しているだけでなく46），ガ

ーメント部門を取り巻いている，直接輸出に結びついていない職布産業，

紡績産業，染色・漂白産業では依然として児童労働，スマンガリ制度，出

稼ぎ労働者，債務労働者といった低賃金労働に大きく依存している。

ティルプール市には紡績工場はないが47），ティルプールの経営者は周辺

のディンディグル，カルール（後進地域のために政府の補助金が得られる）

に125の紡績工場を設立している（APEC 2009: 190）。また現在のところ輸

出企業に限定されているが，職布工場への多角化を進める動きもある。職

布工場もティルプールにはなく，現時点ではカルール，サーレム，チェン

ナイ，パラダムから購入している（APEC 2009: 194）。特筆すべきは，テ

ィルプール近郊のパラダム市（ティルプールから15キロメートル。図３参

照）に，2007年にパラダム・ハイテク・ウイービングパーク（ＰＨＷＰ: 

Palladam Hi-Tech Weaving Park）が設立されたことである。インドで繊維

省が手がけた，最初でかつ最大の統合テキスタイルパークである48）。敷地

面積は65エーカーの広さがあり，ＰＰＰベースで設立された。力織機（パ

ワールーム）クラスターである。ガウンダー・カーストのセンティル・ク

マール（Senthil Kumar）氏が会長・社長を勤めている。入手した資料によ

ると，105にのぼる小中規模の職布企業（個人）がシェアホルダーである。

46）ＳＡＶＥでのヒアリング（Ms. Viyakula Mary）によると，ガーメント企業で働く労働者の
うち80％は出稼ぎ労働者である。このうちローカルな（タミル・ナドゥ州の）出稼ぎ労働
者は20％であり，残りの80％はケーララ州，アーンドラ・プラデーシ州，オリッサ州，ビ
ハール州，チャッティスガール州，マニプル州，メガラヤ州の７つの州から来ている。縫製，
アイロンがけ，検品作業に携わっているが，どの工程も熟練労働を必要としない。またメガ
ラヤからの出稼ぎ労働者はすべて女性であり，会社が提供する寮で生活をしている。

47）紡績に関しては，1997年ディンディグル（Dindigul）市にタミル・ナドゥ紡績工場協会（Ｔ
ＡＳＭＡ: Tamil Nadu Spinning Mills Association）が設立された。2013年３月時点での会員
数は505社であるが，大半はティルプール県周辺に集まっている（コインバトール県101社，
ディンディグル県88社，ティルプール県79社，エローデ県70社）（TASMA 2013）。コング
ナドのスピナーたちが作った協会であるといえよう。キャプティブ電力として風力を使用し
ているため，ディンディグル，パラダム，ティルプール県ダラプーラムあたりでは所狭まし
と風車が立ち並ぶ異様な風景を目にすることができる。

48）テキスタイルパークの開発の概要と特性ついては，宇根 2011；藤森 2013b，を参照されたい。
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全部で90の区画があり，6,000人の雇用創出が目指されている。ヒアリング

を行った広報担当のＳ．クマール氏によると，ＰＨＷＰは「近隣で仕事を

していた貧しいガウンダーの職布工（weaver）の生活を向上させる」こと

を主要目的にしているとのことであった。新しい機械を購入するため，資

金の50％が補助されている49）。

繁栄するティルプールのニットウエア・クラスターは，クラスター周辺

での目に見えない澱（インフォーマル・セクターの労働力）の上に築かれ

た城郭のようにも見える。この城郭の構造はティルプールだけの現象では

なく，インド全土で広く見られるものである点に注目したい50）。

インド，タミルナドゥ州ティルプールの綿ニットウエア集積地の形成と展開

49）2014年２月の訪問時点で操業していた工場数は６工場であった。このうち職布（パワール
ーム）工場は４工場で，残りの２工場はガーメント工場とベッド・リネン工場であった。職
布工場では，エアジェット織機（日本製・津田駒工業），レピア織機（イタリア製），スルザ
ー織機（スイス製）の３種類の輸入機械が使用されている。

50）例えば，Das 1996; Unni and Scaria 2009; Hirway 2011，を参照されたい。
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Formation and Development of the Knitwear 
Cluster in Tirupur, Tami Nabu, India

—With a Review of Fieldwork Researches—

Hideki ESHO

《Abstract》
Tirupur is the most representative cotton knitwear cluster in India. It is 

estimated that about 80 percent of the total cotton knitwear exports from 
India come from Tirupur. The development of Tirupur as an export center 
of knitwear began in the early 1980s. Before 1980, Tirupur was a knitwear 
cluster for the domestic market. The transformation of Tirupur from a 
domestic-market-oriented cluster to an export-market-oriented cluster has 
accompanied the change of firm groups from the Chettiar caste to the 
Gounder caste, the change from composite mills to decentralized small and 
medium mills, and the change from hourly payment to piece-rate payment 
to workers. A large number of fieldwork-based research studies focusing on 
this new rise of Tirupur as an export cluster has appeared. In this paper, 
we review these studies to trace the development trajectory of Tirupur 
since the 1980s up to today, and assess the development possibilities of the 

“high-road” in the future. 


